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○午後１時００分開会 

○鈴木副委員長 

 ただいまから、災害・環境対策特別委員会を開会いたします。 

 本日は、お手元に配付してございます審査・調査予定表のとおり、特定事件調査、報告事項およびそ

の他を予定しております。 

 なお、木村委員長は、本日、ご欠席との連絡をいただいております。そのため、副委員長の私が委員

長に代わって進めさせていただきたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 また、本日は、議題に関連し、品川区清掃事務所長、災害対策担当部長および災害対策担当課長にご

同席いただいておりますので、ご案内いたします。 

 最後に、会議時間が長時間にならないよう、簡潔かつ効率的なご質疑にご協力をどうぞよろしくお願

いいたします。 

                                              

１ 特定事件調査 

 環境に関すること 

○鈴木副委員長 

 それでは、予定表１の特定事件調査を議題に供します。本日は環境に関することに関連して、ＳＤＧ

ｓに関連する内容について取り上げます。 

 まず、ＳＤＧｓの取組について理事者よりご説明いただき、その後、委員の皆様には活発なご議論を

していただければと考えております。 

 それでは、理事者よりご説明をお願いいたします。 

○河内環境課長 

 私からは環境に関することといたしまして、ＳＤＧｓなどに伴いまして、２点、連携協定によります

区内事業者の再生可能エネルギー電力の導入支援およびマイボトル用給水機の利用促進に向けた今後の

取組の２点につきまして、ご説明させていただきます。 

 資料に入ります前に、まずＳＤＧｓでございます。ご案内のとおりでございますが、「持続可能な開

発」と訳されておりますが、無作為のままでは達成することのない幾つかの重要課題に向かって取り組

むことが重要とされております。 

 その中で、ＳＤＧｓ中には、５つのＰがあると言われております。ピープル、人間です。プラネット、

地球。プロスパリティー、豊かさです。ピース、パートナーシップと言われております。この中で、行

政が主に関わるものが３つございまして、地球、豊かさ、パートナーシップ、全てＰがついております

が、この３点につきまして、事業展開することが非常に大切と考えているところでございます。 

 また、本日、２つの事業につきまして、ご説明させていただきますが、おのおのの資料の肩に対応す

る番号が書いてあるかと思いますが、枝番がいろいろ分かれておりまして、例えば目標の７につきまし

ては、７－１、７－２で、信頼の現代的なエネルギーサービスやミックスに係ることなど、様々なこと

が、その枝番の下に書かれているものでございます。こうした中で、しっかりとＳＤＧｓを推進するた

めにこちらの２事業をするべきというところで、本日はこちらの説明をさせていただこうかと考えてい

るところでございます。 

 それでは、恐れ入りますが、資料をご覧いただきたいと思います。まず、最初に、Ａ３の横、大きい

ほうの資料になります、連携協定によります区内事業者の再生可能エネルギー電力導入支援につきまし
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てでございます。 

 最初に、概要・目的でございます。こちらにつきましては、電力契約におきます事業者選定システム、

これはエネルギー・オークション、「エネオク」と称されておりますが、提供しております、エナーバ

ンク社というところでございます。こちらが事務局を務めるこの仕組みを利用いたしまして、区内企業

の再エネ電力導入を推進するものでございます。 

 連携・協力の内容といたしましては、区内事業者を対象とするものですが、大きく２点ございます。

一つは、表記のとおりで、再エネ電力の調達支援、また２点目が、非化石証書の共同購入でございます。

必ずしも電力契約が自主的にできない場合には、証書などを使いまして、一層の脱炭素社会の実現に向

けまして、この２点につきまして、事務局が推進するという仕組みでございます。 

 ３点目、首都圏再エネ共同購入プロジェクトでございます。こちらにつきましては、２０５０年の脱

炭素の実現に向けまして、地域の民生部門の脱炭素に取り組む首都圏の自治体が連携しているものでご

ざいまして、再エネ電力や非化石証書をオークションにより共同購入するプロジェクトでございます。

今回これを活用するものでございます。 

 下に図が書いてございますので、ご覧いただきたいと思います。 

 まず一番左側の囲いでございますが、これが加盟いたします連携自治体で、品川区も含む自治体でご

ざいます。こちらが地域事業者にこのような活用を呼びかけるとともに、連携協定に基づき、プロジェ

クト事務局と一定の協力関係を結びます。 

 私どもは、地域事業者に対してこのようなもののご活用ということで啓発をして、ご案内するわけな

のですが、これに基づいて、地域の事業者が、小売事業者、再エネを取り扱います再エネ事業者と契約

を結ぶものなのですが、一般の入札と一つ違うものがございまして、競り下げ方式でございます。より

安価な電力契約ができるように、このような札を入れていくわけなのですが、例えば入札ですと、最初

の１回しか入れられませんが、他者が、他者がというところで比較しながら、どんどん安くできるとこ

ろが大きなメリットとともに、実際は再エネ電力会社を探し当て価格を交渉するということは、なかな

か大変な作業でございますが、このようなところを事務局と担いながら、非常に軽便にということは言

い過ぎかもしれませんが、例えば自主的に総務部署の方がやられるものに比べますと、大変労力の軽減

にもなるというようなメリットがあるものでございます。そのような仕組みをこの図で表しているもの

でございます。 

 参加自治体につきましては、前回８月、９月で実施分につきましては、表記のとおりで、特別区につ

きましては、新宿区、港区、中央区など、約８区が参加して、もう既に実行している状況でございます。 

 また、連携協定および低炭素電力の導入メリットでございますが、右側でございますが、４番に書い

てございます。我が区におきましては、区全体の二酸化炭素排出量のおよそ４割を業務部門が占めてい

るわけなのですが、このようなところの脱炭素化を図ることができるというところです。 

 私どもの区有施設におきましては、全区の排出量の約２％程度でございますが、残りの９８％につき

ましては、民生部門が全て負っているところでございます。そのようなところで、やはり皆さんが力強

くこのようなものを推進していただくことが、全体のＣＯ２の削減に大きく寄与するというところが狙

い目でございます。 

 また低炭素電力を利用する事業者でございますが、やはり見積り、契約などの事務負担が大きなもの

になると思うのですが、共同購入などによりまして、つまり、ボリュームディスカウントの原理ですが、

たくさんの自治体が加盟し、それを競うことによりまして、より安価な電力を調達できるというメリッ
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トが生じます。 

 また、プロジェクトにつきましては、電力契約の成約によりまして、手数料収入を得るということで、

この３者が、このような関係の中で推進にしていくものでございます。 

 ５番目の協定および共同購入プロジェクトのスケジュールでございます。こちらを進めるためには、

このプロジェクトの事務局と協定を結ぶ必要がございまして、契約まではいきませんが、協定というこ

とでやらせていただきまして、１月２５日に協定締結を行う予定でございます。 

 その後、区内の民間事業者に対しまして周知などを行い、また問合せなどもあると思いますので、そ

のようなものも受け付けながら、プロジェクトの申込みを推進し、直近のこのようなオークションにつ

きまして、ご参加いただけるよう導入を進めていくという内容でございます。 

 なお、参考資料に再生可能エネルギー電力とＦＩＴの非化石証書と書いてございます。再生可能エネ

ルギーにつきましては、内容については表記のとおりなのですが、現在、品川区では５４か所の区有施

設で、このようなものを運用しているものでございます。これを民間の事業者にぜひ導入していただき

たいというところで思っているところでございます。 

 また、非化石証書でございます。非化石ですから、石油由来以外の主に再生可能エネルギーでつくっ

た電力を、キロワット当たりの単価で、証書で買うわけでございます。これを買うことによって、何の

メリットがあるかといいますと、大家さんに断らずに自分のところで買うことによりまして、そのよう

な電力の使用が可能になるというところで、非常に軽便でメリットが高いやり方です。この２つをメイ

ンにいたしまして、このようなものを進めるものでございます。 

 再生可能エネルギー導入支援につきましては、説明は以上でございます。 

 続きまして、恐れ入ります、資料Ａ４の縦になると思いますが、マイボトル用給水機でございます。 

 １番の現状と課題でございます。現在、設置状況につきましては、さきのウォータースタンド社と推

進に関する協定を締結後、区役所本庁舎の５階と３階に１か所ずつ、また、エコルとごしにつきまして

は、入り口正面のところにございますが１台、今、合計３台を運用しているところでございます。 

 利用実績については、表記のとおりなのですが、一定の利用実績がございますが、マイボトルのさら

なる利用促進、いわゆるプラスチック削減にもつながりますが、このようなものを促進するためには、

やはり設置数や区民の認知度を向上させる必要があるというところが、現状の課題でございます。 

 そこで２の目的と取り組み案でございます。 

 まず区民に効果的な周知と意識向上でございます。民間の建物の中でも、いろいろこのようなものが

展開されているところではあるのですが、やはり区内でこのようなロゴマークといいますか、マークを

掲げることによりまして、このようなものが世間でいろいろ運用されていることを知ると同時に、この

ようなものが、よく行くところでしっかり活用できることが大事であると考えているところでございま

す。そのような意味で、ロゴマークというものを製作してまいります。 

 給水スポットの拡大なのですが、区有施設の中でも拡大を行う予定ですが、やはりさらに区民の皆さ

んがよく足を運ぶ機会があろうと思われます商業施設、日々のお買物の中で、このようなもので触れる

ことも大事かというところで、このようなものを提案させていただくところでございます。 

 また、今後区内で開設いたします「避暑シェルター」につきましても、マイボトル用給水機のほうに、

一定の冷水機能などもつけまして、総務とタイアップしながらこのようなものを進めて、拡大を図る予

定でございます。 

 最後に、情報発信方法の活用でございます。給水アプリにつきまして、東京都も含めまして、様々、
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出ている状況でございます。やはり使いやすさなど、いろいろなアプリの特性がありますが、今、非常

に普及しているアプリに、これを登録することが、まずは先決かというところです。 

 そのほか、区内のホームページなどでもしっかりと周知いたしながら、これについて展開を図ってま

いります。 

 なお、３番のスケジュールでございますが、今年度内に、やはり給水アプリの登録をしっかり進める

とともに、区有施設に対して、マイボトル用給水機の設置拡大を行ってまいります。 

 令和６年度入りますと、ロゴマークを至急作成いたしまして、商業施設におけるマイボトル用給水機

設置の段階と一緒に展開してまいりたいと考えているところでございます。 

○鈴木副委員長 

 説明が終わりました。 

 それでは、本件につきましてご質疑等がありましたら、ご発言を願います。 

○のだて委員 

 まず、資料のところから伺っていきたいのですが、再生可能エネルギー電力導入支援のところです。

その中で、地域事業者が申込みをしていくということになっておりますが、これがどのようなところを

想定されているのか。大企業などだと、自分で個別に契約できるのかと思うのですが、中小企業や個人

事業主などといったところを想定されているのか、区の想定を伺いたいと思います。 

 再エネ電力の小売電気事業者、資料のほうではＡ、Ｂ、Ｃとなっていますが、これは全国で何社ぐら

いあるのかというところと、今回エナーバンク社のところでご参加をしている事業者というのは、何社

あるのか。そのようなところがどのような再エネの電力になっているのかということを伺いたいと思い

ます。 

 競り下げのオークションでやっていくということなので、低い契約金額になっていくということだと

思うのですが、そうすると、再エネ事業者の経営を持続的に維持していくということができるのかとい

うことが危惧されるわけです。そのような面から考えると、再エネ事業者を広げていく、普及させてい

くということにつながるのかどうかということを伺いたいと思います。 

○河内環境課長 

 ４点伺いました。まず、最初に対象でございます。もちろん大企業でも参加はできるのですが、個人

を含みます区内の事業者であれば、どなたでもご参加いただけます。各会社によりまして、環境への取

組は様々かとは思うのですが、やはり今の電力契約に満足されていない方も含めて、より幅広い方が、

このようなものにご参加いただくことが好ましいかと考えているところでございます。 

 全国の事業者でございますが、全国で数えますと、電力事業者は２,０００社以上を超えますが、発

電実績と販売実績でいきますと、５００社から８００社程度でございます。区内に電力を提供できれば、

全国可能になりますので、これで契約数を割り出すことはなかなか困難ですが、ボリューム感といたし

ますと、全国２,２２８社の中から、何社かは参加されるというところでございます。 

 また、オークションの競り下げでございます。このようなものは、身の丈に合ったということは変で

ございますが、やはりご提供される側も無理のない範囲でやっていただき、さらに参加されるほうにつ

きましても、イメージするレベル感、価格感があろうかと思います。それがマッチいたしませんと、契

約に結びつかないものでございますので、無理を強いるような仕組みではございません。 

 また、このようなものが持続可能かどうかというところでございますが、今後やはり再エネ事業者の

形態はいろいろ出てこようかと思います。現在はやはり太陽光パネルなどがメインになってくるとは思
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いますが、昨今報道機関では様々な環境技術が報道されておりますが、そのようなものも参加していた

だくことによりまして、より幅広い脱炭素電力の提供が可能になりますので、このような仕組みをしっ

かり活かしながら、脱炭素、ＣＯ２の削減に向けてつなげていきたいと考えているところでございます。 

○のだて委員 

 そうすると、エナーバンク社の仕組み、共同購入プロジェクトに参加をする小売電気事業者というの

は、全国どこでもいいということなのですね。その確認です。 

 その中で、太陽光発電、バイオマス発電、水力発電などのようなものでいくと、事業者としてどのよ

うなものが、どれだけあるのかというところも伺いたいと思います。 

 オークションのところで、無理をしているものではないということだったのですが、それは、何かそ

のような仕組みがあるのかどうか。事業者が続けていけるような契約ができる仕組みというものが、共

同購入プロジェクトの中では何かあるのか、伺いたいと思います。 

○河内環境課長 

 まず参加事業者は全国どこでもいいのかというところでございますが、発電する場所がそもそも問題

ではないというところであります。電力もガスも全国自由化がなされておりますので、どこで発電され

ても構いませんし、そのような縛りはないのですが、この中にご参加いただく意思表示をいただきませ

んと、自動的にはそこにはご案内は行かないというところでございます。 

 資料の図のほうに載っていると思いますが、共同購入グループと参加を呼びかける小売事業者が公募

してきませんと、マッチングが成立しないというところであります。このようなところを広げていくこ

とが、今後の持続可能性につながります。 

 またご質問にもありましたが、発電の形態などでございますが、現在やはり太陽光パネルでメガソー

ラーなどが活躍している状況ではありますが、やはり地域でのエネルギー資産もございまして、そのよ

うなものも今後開発されるという報道も見聞きしているところでございます。そのようなところに制約

を求めないというところが、やはり持続可能性につながると考えているところでございます。 

○のだて委員 

 そうすると、仕組みのところでは、申込みをした事業者のニーズに合わせて、エナーバンク社のプロ

ジェクト事務局のほうで、その対象になる事業者に呼びかけていくという形になるということなのです

か。もともとこの仕組みに２,０００を超える企業が登録をしておいてから、参加できるということで

はなくて、ある意味、全部の企業が参加対象、そのニーズに合ったところに呼びかけていくということ

なのかというところを確認させていただきたいと思います。 

○河内環境課長 

 共同購入の流れについて、ご説明を詳しくさせていただきたいと思います。 

 まず、参加自治体が、この電力に切替えを希望する事業者を募るわけなのですが、株式会社エナーバ

ンク事務局が、切替えを希望する事業者の特性を考慮いたしまして、まずグルーピングを行います。そ

のグルーピングを行った結果、再エネプランを提供できる小売事業者がさらにまたグループ単位で選別

されまして、そこのグループで入札するような形になります。 

 要するに、そこで適正について一旦のスクリーニングがかかり、不適な業者はそこでは参加できない。

だから無理される必要はないというところになります。最後に、グループに所属する事業者が、再エネ

プランと契約に至る価格に行った事業者と契約を行う。 

 そのような４つの段階を踏んでまいりますので、１度に無条件で全てのところがどんとというもので
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はございませんので、そこは自動的にスクリーンにかかりますので、そのような懸念はご無用かと考え

ているところでございます。 

○のだて委員 

 なるほど。何となく分かりました。そのようなところでいくと、一番、今ある再エネ事業者は、太陽

光パネルが多いということですね。 

 そこの内訳と具体的に答えられるところがあったら、改めて伺いたいと思うのですが、そうすると、

これは区としては、区内事業者が対象ということだったのですが、品川区、自治体がこの共同購入に参

加するということはあるのかどうかというところと、今回この共同購入プロジェクトで対象になるもの

で、ＦＩＴ非化石証書も対象になるということで、この証書については、区では取引はされているかど

うかを伺いたいと思います。 

 今回のこれをやっていくことによって、導入する事業者のほうで安価な電力が調達できるということ

なのですが、これをどれだけ削減できるというところ、料金とＣＯ２のところで、区の見込みを伺いま

す。 

○河内環境課長 

 エネルギーに関する比率でございます。私どもは既に追っているところでございますが、集計元によ

りましては、多少ばらつきがございまして。経産省の資料が一番いいかと思いますが、太陽光パネルが

大勢を占めているというところです。今、詳しい数字を持ってきていない状況でございます。 

 自治体の参加でございます。自治体によっては参加しているところもございますが、基本的な原理原

則でいいますと、自治体の入札・契約につきましては、地方自治法で明確な規定がございます。やはり、

その中で競り下げなどにつきまして、運用の解釈が様々分かれているところでございます。我が区につ

いては、今のところまだ非常に難しいのではないかと解釈しているところでございます。これは、いろ

いろあるかと思いますので、一概に決定打ではないのですが、現在、そのように経理課のほうでも判断

しているという状況でございます。 

 どれだけ削減したいかでございますが、これはもとより、今、契約されている契約プランで全く違っ

てまいります。いろいろな新電力プランがよくはやった時期がございまして、契約したところ、かえっ

て上がってしまったというようなところもありました。その落差たるや、もう物すごいものがあります

が、一方で、大手の東京電力などにおきましても、やはり、現在は火力発電所が中心ということもあり

まして、関西圏などから比べると、やはり２割、３割高いというところもございます。 

 比較する電力によっては、全く違うその削減率だと思うのですが、やはり１割、２割というようなと

ころあたりは、みんな目途で持っているというところで、先行する自治体の方から話を伺ったところで

ございます。目安になるかどうかは分かりませんが、削減の方向に向けて動くことは間違いないという

ところで運用していきたいと考えてございます。 

○のだて委員 

 一応目安としては、削減がされていくということで、ぜひ温暖化対策としても進めていったほうがい

いのかと、今、説明を聞いている中で思っているところです。 

 事業の周知について、このスケジュールのところで、広報と区ホームページで周知・啓発ということ

で書いてありますが、説明会を開催するということはないのかどうか。やはり広く知ってもらうために

も、内容を理解してもらうためにも説明会を開催すべきだと思うのですが、いかがでしょうか。 

 ＳＤＧｓについて、今回改めて学んでみたのですが、ＳＤＧｓのウェディングケーキモデルというも
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のが示されていまして、一番下が環境で、その次が社会の項目です。経済がその上にあるというような

ことで、経済だけが積み上がっていっても、環境が崩れたら、経済も成り立たないということで、やは

りこの環境のところをしっかり土台としてつくっていく、守っていくということが必要なのか、そのよ

うなところを区内企業にもしっかりと理解をしてもらうということが必要なのかということを思ってい

ます。 

 やはりＳＤＧｓというものが２０３０年までの目標で、これまでのシステムからは変更していかなけ

ればならないということで、目標が定められていますので、その目標に向けて、しっかり環境を守って

いくということが、経営上の問題としても、企業にそのような重要だということを理解してもらうとい

うことが必要ではないかと考えます。そのときに、この事業の説明を聞きに来た企業にもこうしたこと

を説明していただけたら、より理解が深まっていくのかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○河内環境課長 

 ４点ほどいただきまして、まず、周知についてでございます。ホームページや広報などももちろんな

のですが、具体的に言いますと、しながわＣＳＲ推進協議会、あるいは商業・ものづくり課のほうで

やっています産業ニュースです。産業界についてのアプローチもしっかりやりつつ、個別の名簿なども

活用させていただきながら、ダイレクトメールなどもしっかり送らせていただいて、ご案内を差し上げ

るというような予定を考えているところでございます。 

 また説明会につきましては、現在のところですが、まずご案内を差し上げた企業から、私どものほう

へ内容についてお問合せがあるかと思います。そこでしっかり説明することが一つ。実際の参加段階に

なりまして、当たり前ですけれども、事務局から、運用方法などの理解につきまして、ご説明があるこ

とが一つ。この２つをもちまして、まずは進めてまいりたいと思っておりますが、いろいろな声も上

がってくるかと思いますので、そのような声やリアルに受けながら、説明会なども検討していければと

いうところに考えております。 

 企業を集めるといいましても、何時にどの層をどう集めるかは、実際、なかなか大変難しい問題でご

ざいまして、やはりいろいろな方が好きな時間に見られるホームページなどが便利かというところは、

窓口などで対応して、肌で感じているところでございます。そのような声も併せながら、このような情

報の周知に努めてまいりたいというところでございます。 

 このような企業の理解促進でございますが、やはりご案内するときに、肝腎要のところ、このような

ところが、当然、企業だけではなく、また企業の経営にも利するところはあるのですが、我々地球に住

んでいる者として、ＣＯ２の削減は喫緊の課題でございますので、企業としてしっかり取り組んでいた

だくためにはというところで、お互いにメリットがあることはしっかりご説明させていただきながら、

一企業が電気代が安くなりましたというだけではなく、しっかりとした目的を持ってやっていただける

よう、周知に努めたいと考えているところでございます。 

○のだて委員 

 説明会のところは、いろいろな声を聞きながらということでしたので、ぜひ声を聞きながら実施をし

ていっていただきたいと思います。 

 やはりＳＤＧｓというものが、地球環境の枠内で経済を行っていかなければならないということが、

今回提起されて、いろいろなゴールが様々絡み合って、関係し合っているというものです。そのような

ところも環境をしっかり守っていくというところを、ぜひ理解を深めていただけたらと思います。 

 Ａ３資料のところの６の参考資料というところで、区では５４施設で、再エネを導入しているという
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ことで、これは太陽光パネルなどを設置しているというところが含まれているのかというところと、区

有施設は、全部で何施設あるのかというところです。 

 再エネの利用の導入については、ぜひ広げていっていただきたいと思うのですが、今後の区の展開に

ついて伺いたいと思います。 

○河内環境課長 

 まず５４施設でございます。この中に太陽光パネルはという話でございますが、これはこのような再

生可能エネルギーの電力を契約した数でございます。これとは別に、太陽光パネルなどを活用した区有

施設は別カウントで、たしか六十何施設あるかと思いますが、時計など細かいことを入れるともっと増

えますが、そのようなところでございます。 

 この中で区有施設が幾つかというところであります。カウントによりまして、複合施設をどうカウン

トするかでいろいろあるのですが、約３００前後と捉えていただければいいかと思います。 

 施設でいいますと、５４ですから、６分の１、１５％程度なのですが、電力量で換算いたしますと、

大体３３％ですから、電力ではもう３分の１程度は押さえているというところでございます。 

 今後ですが、やはり、私どもは区でこの仕事をやっておりまして、個々の契約プランを精査し、ご自

身のところでご契約いただく事務手間など、大変な事務手間がかかることが分かってまいりまして、や

はり、それでやっとここまで来たかというところではございます。 

 また、このようなところを軽便できるような努力をしつつも、民間のこのようなご苦労のほども分か

りますので、転用しながら全体のＣＯ２の削減にしっかりと結びつけ、今ＳＤＧｓの話が出ましたけれ

ども、２０３０年がゴールといいながらも、カーボンハーフはもう目前に迫っているところでございま

す。皆の課題として共有しつつ進めることが、やはりこのようなものの大きな重要なポイントになるか

と思いますので、そのような点を踏まえ、区有施設や民間を併せまして、しっかりと推進していきたい

と考えているところでございます。 

○のだて委員 

 区の施設のほうでも、今、箇所数では１６％ぐらいだということですので、ぜひさらに広げていって

いただきたいと要望しておきたいと思います。 

 今回このような共同購入プロジェクトも導入されるということですので、民間企業のほうでも、区と

して支援できることを、これだけではなく、ほかのところでも、ぜひ再エネ普及へ支援をしていただき

たいと要望しておきます。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○ゆきた委員 

 では、私からは事業者への再生可能エネルギー電力導入支援から、１点お聞きしたいと思います。 

 一区民としても、品川区が脱炭素化に向けてプロジェクトに参加していくということは非常にすばら

しいことだと感じています。地域事業者、法人や各事業所のＲＥ１００に向けて、ぜひＰＲの仕組み、

仕方や取組に全力を注いでいただきたいと思います。 

 参加自治体と協定締結を結んでいる中央区のホームページを見させていただいたところ、ＲＥ１００

に向けて、事業所で頑張ってＬＥＤ照明に替えたり、コミュニティサイクルでの通勤を増やしたり、Ｉ

ＳＯ１４００１を取得することで、ポイント数がたまって、ゴールド事業所やシルバー事業所などにな

り、ゴールド事業所には区のホームページでの広告掲載料が１か月免除などの取組を見ました。 
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 品川区でも今後の取組の工夫で考えられる工夫点など、もし紹介できるものがあれば、教えていただ

ければと思います。 

○河内環境課長 

 このようなものの推進につきまして、ヒントをありがとうございます。 

 我が区につきましては、ＬＥＤやＩＳＯなど、個別な補助支援システムといいますか、事業をもって、

今まで運用してまいったところでございます。さらにこれを促進するためにというところでございます

が、やはり今までやってきた経験ですが、企業につきましては、金銭的、経済的なメリットがないと、

やはりなかなか乗ってこない。今、経営について大変厳しい状況でございますので、そのようなところ

で、銀行の情報などを併せまして展開することが、企業の一番のインセンティブになると考えていると

ころでございます。 

 中央区のいろいろなあれも参考にさせていただいてはおりますが、やはりなかなかポイントを差し上

げるなど、短期的なものはできるのですが、それが企業に向けて、企業の姿勢が対外的につながるもの

でないと、物を差し上げたり、特典があるというだけで終わってしまいます。そのような中で、やはり

長期的というか、持続可能性を持ってやっていきたいと思います。その大きなヒントをありがとうござ

います。そのようなものを含めまして、しっかり推進して、周知、ＰＲについて全力を尽くしたいと考

えているところです。ありがとうございます。 

○ゆきた委員 

 ありがとうございます。ぜひ脱炭素化に向けて、事業所が自社で１００％の再生エネルギーができる

ように加速できる取組をより一層進めていただければと思います。 

○須貝委員 

 質問をさせていただきます。この流れは、ある意味でＣＯ２削減等にとってはいい施策だと私は思う

のですが、実際、電力、料金に対しては、関東ならば東電との競争なのですよね。一時、その競争に、

民間のこのような地域業者が、東電と違う電力を供給・販売をしたのですが、なかなか東電との競争に

勝てなくて、かなり撤退したということもあります。そのようなことを考えると、どうなのかと思うの

です。 

 先ほどオークションの競り下げ、業者に対して値下げを、できるだけ安い電力を皆さんに供給すると

いう話ですが、競争していけば、ますますその事業所は大変になるわけで、今後も持続可能なそのよう

な経営が続けられるのかということもすごく心配されるので、その辺もお答えください。 

 ユーザーからすれば、やはり安い電力の供給を私はどうしても求めていくわけで、安くて安定した値

段ということを考えると、そちらにシフトしていくことが大きいのではないかと思います。 

 今、東電もそうですが、全国の電力会社もそうですが、原発にシフトしようとすることで、そちらに

流れていく。そうすると、電力料金がまた大幅に下がってくるということがありますと、民間で、この

ような事業をやるということはどうなのかと、なかなか難しいのではないかという気もするのですが、

教えてください。 

 最後に、区、自治体でやるならば、独自の施設の電力は、太陽光パネルなどの電力で独自で賄う。施

設は賄う。さらに蓄電池を各施設に導入してためておいて、不必要なときには取っておいて、必要なと

きに供給するという対応をしたほうが、自治体にとっては非常にいいのではないか。各家庭もそうだと

思うのですが、その辺についてご見解をお聞かせください。 

○河内環境課長 
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 まず、電力の料金などの考え方でございます。委員おっしゃるとおりでございまして、東京電力とい

う大手がございまして、いろいろな電力の発電体もあって、ミックスされたものが、私どものほうにも

届いているというところでございます。 

 一方で電力の料金という物差しだけではかりますと、そのようなところが起こると思うのですが、現

在、東京電力につきましては、０.４を少し切るぐらいの排出係数を持った電力というような性質でご

ざいます。 

 再生可能エネルギーにつきましては、極めて０.０００に近い排出係数でございまして、同じ電力で

あったとしても、環境に対するアプローチは全く異なるというところが、この進め方のメリットだと

思っています。 

 しかしながら、委員のおっしゃるとおり、企業は経営に大変敏感といいますか、触れなければならな

い非常に厳しいところだと思います。そのようなところのバランスを取りながらやっていただくことが、

このようなところの持続可能性につながるかと思っております。 

 経営が可能なのかというところでございますが、無理を強いて、例えば先行投資し、その後で資金を

回収するような在り方が行き過ぎますと、やはり途中でというところが想定されると思います。やはり、

その辺りは参加実績、発電実績など、多くの点でスクリーニングがかかりますので、そのような事業者

を見極めながら、途中で電力が途切れますと、利用者も大変困りますので、そのようなところはしっか

り精査されていると聞いているところでございます。 

 区有施設などにおきましての電力の賄いでございますが、現在、長期基本計画などにも掲げていると

おりＺＥＢ化といいまして、再生可能エネルギーなどの創エネと省エネを併せて行うものを推進してい

るところでございます。そのような考えに、私どもまた同じ考えを持っておりまして推進しているとい

うところです。 

 民間事業者におきましては、やはりビルオーナーだけが事業者ではないという言い方は変かもしれま

せんが、店子でしっかりと経営されている方もいらっしゃって、例えばご自身で太陽光パネル一つ、何

ひとつつけることもなかなかできない方もいらっしゃいますが、それでも、なおかつ自身の経営あるい

は社会への貢献のために環境に役立つことをしたく、そのようなものをやりたいという方もいらっしゃ

います。 

 そのようなことに応えるためには、やはりこのような制度をまずは一つ一つ加味していくことが、前

進につながるものだと考えておりまして、まずはここでささやかな仕組みではありますが、今まで手も

足も出なかった中小企業の脱炭素化の電力化に向けて、このような仕組みを整備することは大変な大き

な一歩だと考えております。ぜひ進めてまいりたいと思います。ご理解のほうよろしくお願いいたしま

す。 

○須貝委員 

 先ほどから出ておりますけれども、やはり持続可能なそのような仕組み、経済状況、またはそれぞれ

のユーザーが何を求めているのかということも考えながら、これに取り組むことはいいと思うのですが、

やはり、最後、そのような値段のところのせめぎ合いもあると思うので、その辺は慎重に進めていただ

きたいと私は思います。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○新妻委員 
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 ご説明ありがとうございました。本日は、事業者への再生可能エネルギーの電力導入支援ということ

のお話でありました。この目的としては、区内企業の再エネの電力導入の推進をするということが目的

となっておりますが、いま一度、区内企業の位置づけといいますか、どのような区内企業なのか。中小

企業といってもいろいろありますので、お一人、お二人でやっているような本当に小さい企業もありま

す。そのようなところも含めて、区としては、どのようなところを対象としていきたいと思っているの

か、どれくらいの募集をしたいと思っているのか、お聞かせいただきたいと思います。 

○河内環境課長 

 まず、こちらが対象といたします企業規模感でございます。ご説明したとおり、個人事業主の方でも、

本当にご参加いただける仕組みでございます。電力の使い方は人それぞれでありまして、人数が多けれ

ば、それなりに電力を使いますが、１人当たりの単価や平米当たりの単価で考えますと、そんなに変わ

らないという統計もあります。 

 そのようなところに基づきますと、やはり個人事業主の方が使われている電気から何から全て対象に

することが大切であると考えているところでございます。現在の最新のデータはまだ２０２０年の 

ＣＯ２の削減データでございますが、事業者につきましては３８％程度の削減が進んでいるところでは

ございますが、まだまだポテンシャルを秘めているものだとも言われております。この辺りの今後の進

展が必要になってまいりまして、２０３０年には、やはりこの分野でもカーボンハーフを目指すべきだ

と考えております。 

 またここを伸ばすためには、やはり今まで手も出なかった方が、このような取組に取り組んでいただ

けるような環境をつくることが大切になってまいります。そのような意味で、もちろん大企業の方が取

り組んでいただいても結構ですが、そのようなものの考え方をしているところでございます。 

 まず参加人数の想定でございますが、例えば申し込まれた方の建物でいいますと、特高といいまし

て、１,０００ｋｗ以上の電力があります。一般の事務所ビルでありましたら、５００ｋｗ級でありま

すとか、その規模によりまして、参加される数が変わってまいります。特高レベルになりましたの

で、１社、２社ですが、中規模のビルになりますと、１０社、２０社と、ボリューム増になりますが、

参加するような形が、今やられた経緯を見ておりますと、見てとれます。 

 そのように、なるべく数の多い事業者に参加していただきたいことはあるのですが、言いたいことは、

ケース、ケースによりまして、関わる事業者数も変わってまいりますので、やはり適切な中でしっかり

推進ということが、かえって適正な規模なのかと考えているところでございます。今後の推移を見守り

まして、適正な数また考え方も変えていきたい、変える必要があるのかと思いますが、現状そのように

考えているところでございます。 

○新妻委員 

 ありがとうございます。まず私も今日の委員会に当たって、この紙ベースで読ませていただきまして、

本日説明をいただいて、このような流れなのかということが理解をできたところです。 

 このご案内をする企業によっては、まずはこのチラシ等、紙ベースで知っていくということかと思う

のですが、紙ベースの案内が来たときに、どうやったらその企業に関心を持ってもらえるか。ただ何か

が来ているというだけで、スルーをしてしまうのか、そこの最初のインパクトというか、印象づけがと

ても必要かと思っています。企業においてもこれに参加をしていくということが、企業にとってもメ

リットがあるわけなのですけれども、そこまでたどり着く前に、そこを知らずに行ってしまうという

ケースがすごくあるのではないかと思います。 
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 区の負担というところは、プロジェクトのＰＲに係るチラシの印刷郵送費ということです。このチラ

シは区が作っていくと、ここでは読み取れるのですが、まずはここの案内が大事かと思ったのですが、

どのように進めていくのか、もう少し詳しくお知らせいただきたいと思います。 

○河内環境課長 

 チラシは大変重要なものであると認識しております。いろいろなチラシが企業に対して配られて、そ

のまま捨てられるものも様々ございます。 

 一方で、書きたいことはやまやまなのですが、言いにくいのですが、やはりそのようなチラシもまた

うさんくさいというところもあります。ただ、行政からこのようなものの電力でＣＯ２の削減とともに、

御社の電力料金についてもメリットが生じますということは、やはり目立つように書くべきかというと

ころで、それのホームページもチラシも同じような形で書きたいと考えております。 

 民間事業者の方は大変上手に書くのですが、やはりあまり商業ベースに寄ったようなものにする必要

はなく、もとより新聞などで、いろいろ読んでいるところではあるのですが、電力料金などが非常に高

騰して、いろいろな経費が上がる中で、そのような経費を真剣に考えたいというところも大変多いので

はないかと思っています。そのようなところに響くように、しっかりやっていきたいと思います。 

 具体的にはどのような伝え方かということは、なかなか今この場ではお答えできなくて申し訳ないの

ですが、そのような考えの下にしっかり進めてまいりたいと考えております。 

○新妻委員 

 ありがとうございます。チラシに全ての情報量を書くということは不可能でありますし、また、たく

さん細かい文字が書いてあっても、そこは読まれないということが現状だと思います。情報に関しては、

ＱＲコード、またホームページのアドレスを載せて、ここでしっかりと見ていただけるという工夫もで

きるかと思います。 

 また、相談連絡先をしっかりと、当然どこかの問い合せ先は出されることと思うのですが、例えばこ

のようなことはどうなのですかという質問形式で載せていただくなり、また相談連絡先は、しっかりと

分かりやすいように明記をしていただくなりの工夫をぜひお願いをしたいと思います。 

 先日も報道で２０２６年度竣工予定の八潮南特別養護老人ホームが、特別養護老人ホームで全国初の

ＺＥＢ認証を受けたということが報道されておりまして、品川区も庁舎を挙げてこのように環境にしっ

かりと力を入れてやっていただいているということが分かります。引き続き、環境に関する取組また強

化もしっかりと進めていただきながらお願いをしたいと思います。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○吉田委員 

 ご説明いただいてありがとうございます。大きな方向性の確認なのですけれども、先ほどから、いつ

私は質問したかを忘れてしまったのですけれども、ＳＤＧｓの取組で、大きな企業が再生可能エネル

ギーに切り替えた時期がありました。 

 そのときに大きな企業は、もうサプライチェーンの事業者も含めて、再生可能エネルギーでないと、

契約しないというぐらいの大きな流れがあったときがあって、ただ、それだと小さな事業者がなかなか

難しいというところです。 

 一方で、品川区は、区有施設で再生可能エネルギーの導入を随分前から始めています。それを評価し

つつ、やはり次は事業者の取組を進めるべきではないかという方向で質問をした記憶があるのですけれ
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ども、この取組というのは、そのような流れを、まずは区がやり、大きな事業者がやり、その流れを、

区が支援しながら小さな事業者まで進めていくということだと私は理解して、すごくいいと思ったので

すけれども、その理解が間違っていないかどうか、１回確認させてください。 

○河内環境課長 

 委員より、以前そのようなご質問いただきまして、まずサプライチェーンの中で達成されるものも、

企業にとって非常にメリットがあるというお話をさせていただいた記憶がございます。 

 一方で、現在の電力の料金について、このままでいいと思われている方については、見直しは要らな

いとは思うのですが、サプライチェーンの中で、ぜひそのようなところで、例えば再エネ率の高さはい

ろいろあるかと思いますし、ＣＯ２の排出係数についても、仮に０.００１しか変わらなくても、その

ようなときに切り替えることが社会貢献になるということであれば、ぜひ検討していただきたいという

中で、このようなものを新たにまた進めていただきたく提案させていただいたところです。 

 サプライチェーンだけが全てではなく、自分の意思の中でとか、自分の企業の理念の中で選ばれる方

も絶対にいらっしゃると私は思っています。品川区民の方は、環境意識も高いと認識しております。そ

のような方に向けても、非常にご活用いただける事業だと思っておりますので、そのような二面の方向

で考えていただければと考えているところでございます。 

○吉田委員 

 今のそのようなお答えだと、私がずっと求めてきたことがいよいよ着々と実現をされていくのかとい

うことで、方向性としてはとても歓迎したいと思います。 

 品川区のいろいろな施設でも、再生可能エネルギーでの電力契約が進んでいることは確認させていた

だいていて、今もここは５４か所の区有施設で再生電力を導入していると書いてあります。 

 やはり今後は再生可能エネルギーといっても、その性格がそれぞれあって、それも前に質問をさせて

いただいたと思うのですけれども、区有施設で導入されているところが少ないときは、全部契約書を

取って、どこと契約しているか、その契約した発電事業者が、ほかのどのような性格のものを発電して

いるか。だから、例えばバイオマスエネルギーといっても、そのバイオマスのもとが環境破壊をしてい

るようなものがあるわけです。だからそのようなものではないということを確認しながら、導入を進め

てほしいということを要求した覚えがあります。 

 ５４か所となると、その後の契約書の確認が進んでいないのですけれども、せっかく区としてもこの

ような方向性なので、このような災害・環境対策特別委員会には、どのような契約をしているか、ここ

は再生可能エネルギーに直接だし、その再生可能エネルギーの生み出し方も環境破壊につながっていな

いということを確認できるような資料をぜひつけていただきたいと思うのですけれども、その点につい

てはいかがでしょうか。 

○河内環境課長 

 まず、発電に対する二次的なものがどのようなものかというところでございます。まず、時系列で物

を捉える必要があると思うのですが、現在、各施設において、まずは通常の電力ではなく、再生可能エ

ネルギーを積極導入するというロケットの第１段目を履行しているところでございます。 

 その上で、今ある契約電力の中から、さらにまた環境に優しいものにステップアップしていくという

ところで、今後、水素の活用など、いろいろなものの利用が広がっていくとは思うのですが、その中で、

やはり精査していくべきものかというところです。一つ一つの施設について契約していくと、大変な精

査が必要になってまいりまして、環境課が全てやっているわけで、なかなか数を稼いでないのかという



－14－ 

ところはあります。 

 今後ですけれども、そのような代表的に時代を引っ張るような発電方式や再生可能エネルギーが出て

くることが予想されます。そのようなムーブメントもうまく利用しながら、大幅な施設拡大に向けて、

しっかりと発信していければと考えているところです。 

 やはり各施設の特性など、いろいろな事情があって、できているところとできていないところ、ある

いはできていたところについても、それが今ベストと思っているのかどうかというところも、契約年数

がたっていますので、改めてもう一回再調査も要るというところは思っているところでございます。 

 そのような情報発信も含めて、区全体のＣＯ２の削減に向けて、しっかり進めてまいりたいという考

えはもちろんございますので、よろしくお願いいたします。 

○吉田委員 

 ぜひその辺のことも……。だから、今、見た目、再生可能エネルギーが進んだからいいではなくて、

やはりそれが本当にＳＤＧｓにつながっているのかという確認は、議員も全部含めて進めていくべきだ

と思います。 

 おっしゃるとおり、いろいろな施設はそれぞれ所管が違うので、電力契約の契約書を取ることも結構

大変だったのです。この建物の電力契約はどこへ行ったら見せてもらえるのか。実際には施設まで足を

運んで、見せていただいたりしたこともあります。 

 基本的には、品川区が契約しているのは、環境にも配慮した再生可能エネルギーだということは確認

したのですけれども、その電力事業者は実はごみ発電の割合がすごく多かったりというものが、なきに

しもあらずなのです。 

 だから、先ほどおっしゃったとおり、このままでいいとは限らない、よりきちんと環境配慮の電力調

達を進めるように、品川区としてはぜひ進めていただきたい。それをみんなで確認するためにも、その

ような資料は、ぜひ用意していただきたい。一気に確認しようと思うと、結構いろいろな所管へ行って、

契約書を見せてくださいというふうにしてやっていくことが大変なのですけれども、基本的な資料とし

て、公表を前提として積み上げていけば、それほど大変ではないのかと思います。 

 ですので、場合によっては、全部は難しいとしても、代表的なところや新しく取り組んだところなど

ということでもいいかと思うのですけれども、やはり品川区だけが割とよい再生可能エネルギーを使っ

ていたとしても、その電力事業者が、その事業の中で果たして本当に環境配慮の再生可能エネルギーを

しているか。 

 先ほどはごみ発電、ごみの焼却発電を例に挙げましたけれども、やはりその再生可能エネルギー発電

のもとが本当に環境破壊につながっているということもありますので、品川区としてはそのようなこと

がないように、またこのように事業者に広げていくときにも、そのような事業者はなるべく避けていた

だきたいと思います。その辺のことも配慮して、私たちも一緒に確認しながら進めるというような資料

の提供をぜひ進めていただきたいと思います。もし何かあったら、最後にお願いします。 

○河内環境課長 

 発電様態に応じて、いわゆるこのようなものはグリーンウオッシュという言葉でくくられますが、本

当にそれは環境にいいのですかということは、いろいろ物議を醸すところです。主要要件などの設定条

件によりまして、その結論も大きく変わってくる場合がございます。 

 しかしながら、今私たちが最も重要視しなければいけないことは、結果としてのＣＯ２削減でござい

ます。それがＣＯ２の削減につながっているならば、是とするか、どうするか。大きな目標に向かって、
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そこを精査しつつ、そのような精査もまた大事かとは思いますが、バランスを取りながら、ぜひ進めて、

やらせていただきたいと考えているところでございます。 

○吉田委員 

 おっしゃるとおり、ＣＯ２削減が大きな目標で、だから、やはり品川区がいろいろ選択しながら、今、

品川区としてのＣＯ２削減につながっていたとしても、そのＣＯ２削減のための再生可能エネルギーを

生み出す段階で、別のＣＯ２を発生させていたらしようがないわけではないですか。そのようなことを

避けていただきたいということです。 

 個別にどのように考えていくかということは、またその場、その場の議論が必要だと思いますし、そ

の場、その場の議論の中に、やはり、行政だけでなく、区議会としてもせっかくこのような委員会があ

るわけですから、そこで議論しながら、何か判断ができたらいいなというつもりで申し上げましたので、

ぜひ今後その方向で進めていただけたらと思います。 

 これは、ごめんなさい、もうあと水かけ論みたいになってしまうかもしれない。もし何かあったら、

あれです。手が半分挙がっているから。私からはこれで終わりにします。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○ひがし委員 

 様々ご説明ありがとうございました。先ほどの質問に引き続きなのですけれども、ＰＲというところ

はとても重要だと思っていまして、この取組に品川区が参入するということ……。ごめんなさい。今話

しているところは、事業者への再生可能エネルギーのところなのですけれども、この導入の支援という

ことで、品川区が参入してくれるということは、とてもすばらしいことだと思っております。 

 また、ホームページのほうも見せていただいたのですけれども、利用された事業者の声というところ

でも、どこを利用しようか迷っていたけれども、やはり説明や相談ができたことで導入できたし、実際

に環境への配慮もすることができて、電力のコストの削減ができましたというような声があるというこ

とです。 

 このような中小の企業も利用できるというところで、導入の支援は重要だと思うのですが、やはりこ

こに書かれている方々は、電力料金が高騰したときに探して見つけたみたいなことを書いてあることが

多くて、できればそのような方々でなくても、もし何か機会があれば変えてもいいぐらいの方々でも、

ぜひこの制度を知ってもらえればいいなと思うと、例えば区内の事業者様向けのＰＲとして説明会をや

るなどということも検討してみていいのかと思います。 

 ほかに１０個の自治体はもう既にやられていると思うのですが、そのような自治体などで、実際にＰ

Ｒで、区のホームページ、広報以外で何かやられていることがあれば、また、もし品川区が検討してい

ることがあれば、併せて教えてください。 

○河内環境課長 

 この電力にまつわることといいますか、ＺＥＢも含めてなのですが、エコルとごしのカリキュラムの

中で、毎週土曜日の午後なのですが、ＺＥＢの体験ツアーをやっております。その中で再生可能エネル

ギー、あそこは太陽光パネルが一定数ございまして、蓄電池を設けてやっておりますが、このようなも

のが大切だということで、区民の皆さんにしっかり発信しつつ、また事業者に対しましても、ＺＥＢの

懇談会などを設けて、このようなものを発信しているところでございます。 

 一方で、再エネなど自力でやれる企業は限りがありますので、一電力なのですが、どなたにも絡むこ
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とというところなので、今、委員のおっしゃりたいこともよく伝わってまいりましたので、電力料金が

削減できるからということは、インセンティブとしては非常に大きいのですが、やはり環境への貢献も

できる上で、料金も下がりますというところで発信をしていきたいと思っております。 

 利用者の声は、その方の立ち位置、立ち位置で変わってくるかと思いますので、万人の方にどう受け

止めていただくかということはなかなか難しい課題とは思いますが、利用者の声も含めて、今後検討で

きればと思ったところです。 

○ひがし委員 

 ありがとうございます。事業者向けにそのような何かカリキュラムなどの説明会というか、この支援

の事業のことではなくて、多分、再生可能エネルギーのところでの講演などをやられているということ

だと認識したのですが、そこの中で、もし今回このプロジェクトを提携してやっていくのであれば、併

せてその説明も少し言えるといいのかと思うのですが、そのようなことは検討されているのでしょうか。 

○河内環境課長 

 もちろん、その中でしっかりお伝えさせていただきたいと思っております。設備投資できる費用は限

りがありますので、ここまでやらずとも貢献できるやり方があります。それはこれです。ぜひご利用く

ださいというところは、しっかり発信していきたいと考えております。 

○ひがし委員 

 ありがとうございます。そのことを聞けて安心をいたしました。ぜひ皆様が利用できるように進めて

いただければと思います。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○須貝委員 

 マイボトル用給水機も質問していいですか。これは、私も見せていただきましたが、役所まで水を入

れに来るということは現実的ではないのか。現在、マイボトル用給水機というのは、ほとんどのスー

パーで設置されていると思うのです。私もよく見ているのですが、皆さん、２リットル入りのペットボ

トルを持ってきたり、もう大量に抱えて持って行かれる方を目にします。 

 これから品川区でロゴマーク等をやって、どんどん普及啓発を図っていくのでしょうが、逆に民間の

スーパーでやっているところのほうが、人の出入りも多いし、利用される方も、家の近くで利用しやす

いと思うのですが、今、区でこのようにまた設置していこうということは、どのような意味合いでやっ

ていくのかを教えてください。 

○河内環境課長 

 ご意見ありがとうございます。委員がおっしゃられたスーパーマーケットでやられているものは、お

米をといだり、料理に使ったり、一般に２リットルぐらいのいわゆるペットボトルが多いのですが、そ

の容器も一緒に販売してという形態のことをおっしゃっているのではないかと思います。 

 一方で、マイボトルですが、自分の飲用に供するものとして、どなたも水分を取られるので、非常に

身近な行為の中で環境を考えるきっかけとともに、実用に供するものとすると、このような題材がとい

うところも含めて、マイボトル用給水機をしっかりと発信していくというところであります。 

 昨今、小学校あるいは中学校におきましても、学生もいろいろとマイボトルをお持ちになられていて、

たくさんなので、うちの子もそうなのですが、このような大きい２リットルのものなどがありますけれ

ども、重くてということもありまして、割と５００㏄や７５０ccぐらいのマイボトルをお持ちになられ
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ると、すぐに空になるのです。だから、くみ取るところが要るというところも含めまして、このような

展開の中で、ペットボトルの削減などの身近な結果をもたらすものであるのです。 

 一方で、ＳＤＧｓの中では水は大変大きなキーワードで、水を通じて、地球環境などを考えつつ、ほ

かの環境行為にいろいろなよい影響を与えるようにというところで、これをしっかり推進していきたい

ということが、こちらの大きな眼目になっておりますので、よろしくお願いいたします。 

○須貝委員 

 たしかスーパーマーケットのものは、飲料水としても使っていると思うのです。ですから、そのよう

なところに、逆にその環境課で何かシールを貼らせていただく。ペットボトルを使わないようにリユー

スして、また自宅に持って帰るようなことを品川区としても応援していますなどというようなふうに話

していただいて、普及啓発を図ったほうが、利用される人数もかなりいらっしゃると思うのです。その

ようなこともすごくいいのかと思って、一応提案だけさせていただきます。お願いします。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。よろしいですか。 

 ほかにないようですので、以上で特定事件調査を終了いたします。 

                                              

２ 報告事項 

 ⑴ 品川区地域防災計画パブリックコメントの結果について 

 ⑵ 令和５年度区内一斉防災訓練等の実施結果について 

○鈴木副委員長 

 次に、予定表２の報告事項を聴取いたします。 

 ⑴品川区地域防災計画パブリックコメントの結果についてを議題に供します。 

 本件につきましては、理事者よりご説明をお願いいたします。 

○平原防災課長 

 それでは、私から品川区地域防災計画パブリックコメントの結果につきましてご報告いたします。 

 お手元配付の資料のうち、１枚目Ａ４縦の資料をご覧ください。まず、本パブリックコメントでござ

いますが、令和５年１１月９日の本委員会にてご報告しましたとおり、令和５年１１月１１日から１２

月１０日までパブリックコメントを実施したところでございます。 

 その結果、こちらに記載のとおり、１３件のご意見を頂戴いたしました。 

 次に、これまでの検討経過でございますが、資料その下、２の（１）をご覧ください。以前の委員会

でもご報告申し上げたとおり、品川区地域防災計画の検討は、令和４年度から開始しまして、今年度に

入り、様々なご意見を伺い、素案を作成、先ほども申し上げましたとおりパブリックコメントの実施に

至ったものでございます。 

 いただきましたそれぞれのご意見につきまして、資料２ページ以降、Ａ３横の資料をご覧ください。 

 資料左側の番号１番、「大井町駅周辺の整備について」としまして、大井町駅周辺は、災害時に帰宅

困難者の滞留などにより大きな混乱が生じると考えられる。また、避難や移動路の確保、延焼防止策な

どが必要である。大井町駅周辺の整備が急務であるとのご意見をいただきました。 

 これを受け、より区の考え方が明確になるように、大井町駅周辺の整備につきまして、マスタープラ

ンの考え方を地域防災計画に追記したところでございます。 

 続きまして、次のページ、番号６番の①、その次の７番のように、地域防災計画あるいは防災そのも
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のについての説明会などの開催を求めるお声をいただいております。こちらにつきましては、地域防災

計画そのものへの反映ということではございませんが、今後この計画の修正後に、どのような形で普

及・啓発を申し上げていくのか、そのようなところについてしっかりと考えてまいりたいと思っており

ます。 

 もう１枚おめくりください。 

 続きまして、９番でございますが、循環備蓄、いわゆるローリングストックについてのご意見をいた

だきました。こちらにつきましては、現在改訂を進めております防災普及冊子のほうを今後活用して、

周知・啓発に努めてまいりたいと考えてございます。 

 また、１１番では、公助の充実、ライフラインなどのご意見をいただきました。こちらにつきまして

は、まず着実に区の取組を進めていくことや東京都や関係機関との連携により対応してまいりたいと考

えてございます。 

 主な内容でございますけれども、このように様々なご意見を頂戴したところでございます。区ではこ

れらの意見に対しまして、地域防災計画の反映やその後の説明、あるいは各種マニュアル、防災普及冊

子の活用など、様々な面での対応を考えてまいります。 

 それでは、資料１枚目、Ａ４の資料にお戻りください。２の（２）今後の予定でございます。今後で

ございますが、１月中に、区役所内で、地域防災計画の修正案の確認を進めさせていただきたいと思い

ます。こちらについては、書きぶりの重複でありますとか、いわゆるミスをなくすというような形で確

認作業を進めさせていただきまして、２月５日の品川区防災会議においてご審議いただくこととしてお

ります。 

 品川区防災会議におきまして本案の議決をいただきましたら、本委員会で報告を行わせていただきま

して、公表、配布へと進めてまいりたいと思っております。 

○鈴木副委員長 

 報告が終わりました。 

 本件に関しまして、ご確認等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○のだて委員 

 まず、今回パブコメをやって、意見の件数が１３件ということで、この数について、区としての評価

はどうされているのかというところを伺いたいと思います。 

 やはり地域防災計画ということで、区内全体に関わる重要な変更になると思うのですけれども、その

ところで、パブコメが１３件ということは少ないのかと思うのですが、伺いたいと思います。 

 今の意見についてのご説明が若干あったのですが、この意見についての区の受け止めを伺いたいこと

と、単純にこれはパブコメの意見の３番のところで、「変更有」ということで、区の対応としてはなっ

ているのですが、その後の記述のところで、何が変更になったのかがよく分からないのですが、そこを

伺いたいと思っています。 

○平原防災課長 

 まず、パブリックコメントの件数１３件ということでございますが、いわゆるパブリックコメントと

いう形でしたら、今回１３件は、多いか少ないかというと、前回平成２９年の大規模修正のときに比べ

ますと、かなり多い数字でございます。 

 ただ、考え方はいろいろあると思うのですけれども、防災に関しましては、この後の報告事項のとこ

ろでもございますとおり、様々なところで意見を頂戴するシステムがございます。例えばアンケートで
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ありますとか、訓練に参加した後の反応でございますとか、あるいは例年開催させていただいておりま

す防災フェアのところでも意見をいただいているところでございます。 

 様々なそのような意見でありますとか、地域の防災区民組織の皆様から意見を頂戴しているものを常

に通じまして、計画あるいはマニュアルづくりに反映しておりますので、その中で今回これが一つで

あったというような形で考えているところでございます。 

 そのような意味では、これに関して多いか少ないかというようなところでいくと、私どもからすると、

この数字自体の評価というよりは、前回より多かったかというようなところだけで考えているようなも

のでございます。 

 その次のご質問にも続きますけれども、区としての受け止めとしましては、しっかりとした大事なご

指摘を受けたと考えてございますので、こちらについて、先ほどご説明させていただきましたとおり、

地域防災計画に反映するものではないものもございますが、だから何もしないなどということではなく

て、別な機会でしっかりと説明していく、あるいは、しっかりと連携していくといったところは対応さ

せていただきたいと思ってございます。 

 また、その流れの中で、変更の有無、「有」としたところの書きぶりが分かりづらいところで申し訳

ございません。 

 例えば１番のところでございますけれども、大井町については、予防編に、マスタープランの書きぶ

りを書かせていただいております。そのようなところの追記であります。 

 ３番の訓練については、こちらの訓練項目の設定根拠という形で言われていたのですけれども、誰が

訓練を行う主体なのかが分からないというところもありましたので、文章上、しっかりと主語を入れさ

せていただくなど、そのようなところで、誰のために、誰がというようなことが分かるような形で、該

当項目、「以下に追記」と書かせていただきました真ん中のところに入れさせていただいたものでござ

います。 

 また、最後のところでございます。前回委員会のときに、素案のところで委員からもご指摘いただき

ましたが、ポイントとしているところが、どこがポイントか分かりづらいというご質問もいただきまし

た。 

 また、今回のパブリックコメントでも、全体的に読みづらいのではないかというようなところで、私

どもがポイントだと言っているところが分かりづらいというようなお話もいただきましたので、改めて、

各章立ての冒頭に、今回、何が私どもの肝なのか、ポイントなのかといったところを改めて表記させて

いただいて、今回の狙いであるなど、目的といいましょうか、そのようなところを明記させていただい

た。そのようなことで対応させていただきました。 

○のだて委員 

 分かりました。今の答弁の中では、いろいろ意見を受けて、区としても受け止めていただいているの

かということを思ったところですので、ぜひより分かりやすく、やはり区民の方がきちんと理解できる

ような形でやっていっていただきたいと、要望も反映していっていただきたいと思います。 

 この意見の中でも、先ほどご説明もありましたけれども、やはり膨大な地域防災計画ということにな

るので、勉強会や説明会をやってほしいという意見が出ておりました。ぜひ、この説明会をやっていた

だきたいと思うのですけれども、いかがでしょうか。 

 以前に共産党区議団へのレクチャーをしていただいて、そのときに同席していた方からも、とてもよ

かったという声が寄せられていますので、ぜひ説明会を実施していただいて、周知・啓発と住民の意見
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を聞いていただきたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

 意見の１１番のところで、「ライフライン対策について」ということで書かれているのですが、ライ

フラインは、今回の能登半島地震でも、相当寸断されて大変な状況になっていますので、重要な問題か

と思います。実際、能登でも遅いところでは４月ぐらいまでかかるというところも言われていますので、

やはりそのようなところをしっかり耐震化などを進めていくということが必要だと思います。 

 実際、今の計画上、上水だと２０３０年度末で６１％と目標だということと、下水が、今、避難所な

どの主要部分しか計画がないと思うのですけれども、やはりそのようなところをしっかり耐震

化１００％の早期実現をしていくということを東京都に要望していただきたいと思うのですが、いかが

でしょうか。 

○平原防災課長 

 まず、説明会ということでございます。先ほども申し上げさせていただきましたとおり、まず地域防

災計画そのものを説明しようとすると、何分いろいろ書き直してきましたので、１,０００ページを軽

く超えるような内容になってしまいまして、ますます増えてしまいました。なので、やはり、こちらそ

のものの説明というと、かなり時間も要しますし、行政計画ということもございますので、分かりづら

いところもあると思います。 

 そのようなところもございますので、私どもの防災普及冊子、現在では『しながわ防災ハンドブック』

という名で流通させていただいておりますが、こちらについても、今、リニューアルの作業を進めてお

ります。 

 そのような区民に伝えたいポイントを絞った形のものを活用しながら、様々な場、今、説明会という

お話がありましたけれども、先ほど来お話しさせていただいておりますとおり、地域の方々の防災協議

会の集まりであるなど、あるいは訓練の場、いろいろやっておりますが、そのようなところで引き続き、

また進めさせていただきたいと思います。 

 それ以外に求められるものについては、しっかりと対応できるものについては対応させていただけれ

ばと考えてございます。 

 また、ライフラインについてでございますが、こちらにつきましては、ライフラインの整備主体が、

民間事業者あるいは東京都というところで、決して全てを品川区でできないということでございますの

で、そのような意味では、要望をしていくということは確かにございます。 

 例えば、現在東京都で行っているところでいきますと、東京都の強靱化プランというものに沿って、

東京都が整備を進めておりますが、進捗状況としては、かなり順調に進んでいるということです。こち

らも、かつて委員会でご説明させていただきました被害想定でも、１０年間で被害発生率がかなり低減

したというような成果で現れております。今後もそのようなものが進むように、東京都と歩調を合わせ

ながらしっかり連携して進めさせていただければと考えてございます。 

○のだて委員 

 被害想定の中で耐震化が進んできたということは体験させていただいているのですが、能登の状況を

見ると、本当に大丈夫かと思ってしまうのですが、今、防災課長は、実際の被害と今後の想定と併せて、

どのように感じていらっしゃるかを伺いたいと思います。 

 やはり、今回、お正月だったということもあると思うのですが、能登のところで、想定よりも避難者

数が多かったのかと思いました。品川区も東京都ですから、恐らく人が能登よりも相当多いということ

で、昼間人口も多くなると思います。そのような中で、避難者の想定が現在よりも多くなるということ
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になってきたりするのかと思うのですが、そこへの対応というのはどのように考えていらっしゃるのか。 

 実際、今回の地震では、様々、自宅が倒壊されている、あるいは傾いているというところでも、在宅

避難されているという方もいらっしゃるというところで、在宅避難への支援がさらに求められてくるの

かと思うのですが、いかがでしょうか。 

 今、避難所の環境の問題もいろいろ指摘されている中で、区は段ボールベッドを備蓄はされていると

思うのですが、やはり、避難所の避難者数分は必要なのか。今回能登地方ということもあって、寒いと

いうことがあるのですけれども、体育館の床で寝ているということになると、体が痛くなることは当然

なのですが、寒さでもやはりかなりこたえるということになってくるので、段ボールベッドなどが必要

になってくるのかと思うのですが、いかがでしょうか。 

○平原防災課長 

 ４点ほどご質問をいただきました。 

 まず、能登半島地震との関係でございます。今、能登半島地震につきましては、現在進行形というと、

語弊があるかもしれませんけれども、まだまだ状況が分かっていない、究明にまだまだ取りかかってい

る段階でございます。今後、詳細な分析が進んでいくかと思いますので、そのようなものを待ちながら、

私どものところに、どのように反映すべきかというところをしっかり考えていきたいと思います。 

 地域特性といいましょうか、違いもかなりございますので、一概に今回の地震で起きたことが、東京

でそのまま起きるかというところについては、慎重に検討を要することではないかともと考えてござい

ます。 

 避難者数というところでございます。こちらもまさにでございますけれども、建物の構造で、どちら

かというと、能登はこれまで大雪に対応するような家屋形態が多いといったところで、地震の少ない町

であったといったところも、被害を大きくしたのではないかと一部言われているところでございます。

ただ、これもまだまだ若干伝聞のところもございますので、最終的には詳細な分析結果を待ってという

ことにはなります。 

 東京都全体の場合でいきますと、東京都がかなり工学的手法で被害想定を出しておりますので、その

ようなところに基づいて、しっかりと対応していくことが第一だと考えてございます。 

 続きまして、建物の倒壊と在宅支援との関係でございます。その次の避難所環境とも関係してきます

けれども、避難者が生命を守るためには、例えば避難所に行かざるを得ない方は行かざるを得ないので、

仕方ないと思うのですけれども、そうでない方については、避難所に行くよりも、ご自宅にいていただ

くほうが、健康管理上では極めて重要だと思っております。 

 ただ、そのようなところが継続して在宅避難が可能となるように、区のほうではそのような方々への

対応を今後もしっかりと詰めてまいりたいと考えてございます。特に物資支援、情報支援というような

ところで、そのようなものを確立してまいりたいと考えてございます。 

 もう１点の避難所環境のところで、段ボールベッドでございますが、まず、段ボールベッドそのもの

は、区では備蓄してございません。こちらについては、理由としては、非常にかさばるので、段ボール

ベッドを置いてしまうと、１０個ぐらい置いただけで、倉庫がいっぱいになってしまうぐらいかさばる

ものなので、まずそのような視点で置いておりません。 

 ただ、その代わりに、アルミマットあるいはエアマット、少しでも床から上げると、温度が伝わりづ

らくなるというようなものは、かなりの数を用意させていただいております。 

 もう一つが、時系列別の考え方なのですけれども、避難当初は、やはりかなり大量の方がいらっ
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しゃって、まずとにかく命を守るために、多くの方を受け入れるということが大事かと思っています。 

 熊本地震でもそうですが、もう次の日から、避難者は減ってまいりました。そうしてくると、いよい

よ避難所として生活環境という場になってきたときに、災害時協力協定などを発動しながら、段ボール

ベッドあるいは備蓄しているものを総動員して、今回でいくと、低体温症対策などといったところを

取って、避難所環境の向上に努めてまいりたいというふうに考えてございます。 

 以上でございます。 

○のだて委員 

 分析はこれからということですので、今回の教訓も踏まえて、震災関連死などもないように、未然に

予防をしていくということも含めて、取り組んでいただきたいと要望いたします。 

○須貝委員 

 パブリックコメント結果について、やはり区民の考え方が変わってきたのかということは、「在宅避

難体制の充実強化・見直しについて」、「高層マンション対策について」で、備蓄について義務化して

ほしい。ローリングストックの件もそうです。 

 「避難所の備蓄について」という記述もあって、「ライフラインに対策について」も、このように皆

さんが意見を出しているということは、やはりできれば、自宅に残る、また自宅近くに残って、震災後、

そこで避難していたいという気持ちの表れだと私は思うのです。 

 実際、一斉に大震災、能登もマグニチュード７.６だったのですけれども、あれぐらいのものが首都

直下で起きたら、交通手段、電車も鉄道も、本当にほとんどみんな止まってしまうと思うし、帰るに帰

れなくなってしまうのではないかと思うのです。そのときに、やはり、皆さん、できれば在宅で何とか

耐えていきたいということは、火災でもない限り、また、倒壊、崩壊しない限りは、建物に残っていた

いということは表れだと私は思います。こちらのほうの待遇を考えてほしい。 

 能登を見たら、自主避難所というものができています。あれは全然認定されていないけれども、皆さ

ん、温室のビニールで、大変だなと思うけれども、やはり離れたくない、そばにいたいという気持ちで、

このように追い詰められたときには、恐らくそうなってしまうのかと思います。 

 そのときに、道路も、本当に車であふれたり、電柱が仮に倒れたりしたら、もう本当に交通手段がな

くなる。そのときに、やはり備蓄が各地域にあれば、私はそこで助かるのかと思うので、区の支援、都

の支援、国の支援も分かりますけれども、やはり皆さんがこのように気持ちで、在宅避難体制に持って

いきたいという表れがあるならば、備蓄なり、何なり対応を考えてほしいと私は思います。 

 避難場所も、テレビで見ている分には、１人の避難者に対して、荷物を置いて、３畳から４畳分の広

さのスペースを使っていました。あれが現実だと私は思うのです。そうすると、実際、荷物等を考えた

ら、今の避難所、一時避難所の学校でもそうですけれども、全く入り切れないと思うのです。そのとき

には、もう区としては、在宅をお願いしたい。在宅するなら、物資を近くに置いておきますから、我々

が支援に行くまで、皆さん生き延びてください、頑張ってくださいというような温かい、力強い後方支

援体制が必要ではないかと私は思います。今回は結果についてですから、意見だけで終わらせていただ

きます。 

○新妻委員 

 ご説明ありがとうございました。今回のパブリックコメント１３件ということで、数としては多いか、

少ないか、前回よりも多かったということでありましたが、お寄せくださったこの１３件のご要望が、

皆さんこの計画をしっかり読んでいただいた上でのご意見だったのかと、やはり関心が高いと思いまし
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た。 

 防災計画に具体的に反映になっているものもあれば、今回、反映しないというところもありますけれ

ども、やはりこれが区民の関心事だと思いますので、計画に反映・変更がなかったにしても、このこと

は、どこかでしっかり反映をしていただきたいと思っています。 

 区民にとって大事な部分というのが、やはり具体的なところでありますので、この中にも明記してい

ただきました令和６年度に各戸配布を予定している『しながわ防災ハンドブック』の改訂版でしょうか。

ここが非常に大事なのかと思っています。ここが区民にとって、この冊子を見ることで、災害があった

ときに、どう自分が動いていけばいいのか、日常からどのような対応をしていけばいいのかというとこ

ろが、ここに反映をされているのではないかと思います。 

 今、この計画の中には、今回起きた能登半島での地震は反映するべきものはないというお話がありま

したけれども、当然ながら、元旦に起きたこの地震のことについても、品川区はしっかりと状況を見て

いただいていることと思いますので、そのことも踏まえて、やはり何が必要だったのかということを、

逆に『しながわ防災ハンドブック』の中に、しっかりと反映をしていただきたいと思います。 

 特に避難所の生活の大変さ、備蓄のこと、またトイレのことは、どこでも、どの災害でも同じことか

と思いますけれども、やはりそのようなことが一番大変なことと思いますので、具体的にどうしていっ

たらいいのかということを、この中に反映をしていただきたいと思いますが、区のお考えをお聞かせく

ださい。 

○平原防災課長 

 まず、今回パブリックコメントでいただきました貴重なご意見につきましては、地域防災計画そのも

のの事項ではないとしても、例えばマニュアル類、あるいは訓練項目、様々な場で反映できるところあ

るかと思いますので、そちらのほうについては、しっかりと反映させていただければと考えてございま

す。 

 続きまして、令和６年度に配布予定のハンドブックのところでございます。ハンドブックにつきまし

ては、今回の見直しの一つの大きな考え方の中に、品川区ならではというような発想で考えてございま

す。どの自治体が作ったものでも、同じような形のこと、命を守りましょうなどということだけではな

くて、品川区でしたらこうなりますという形のことを書かせていただこうと思っております。 

 以前から当委員会でもご質問をいただいておりますように、例えば家庭の備蓄のところ、なぜ１週間

分なのかというようなところは、逆に、公助として災害時にこのような形で物資が入ってきますので、

それまでの間は皆さんで備蓄していただくことが重要ですというような形で、なぜそうなのかという行

動につながるような形をハンドブック上に示していきたいと考えてございますので、そのようなものを

活用しながら、皆様一人一人に取っていただく行動は、しっかりお伝えしてまいりたいと思ってござい

ます。 

 能登でございますが、物資支援で私どもの防災課の職員が行ったということがございまして、その場

でいただいた声などもありますし、あるいは報道で得るようなものが、今のところ全てでございます。

今、感じているところでは、まず、もともと私どもがやろうとしていたことをしっかりと対応をしてい

くということが大事だろう。 

 例えば先ほども倒壊というお話がございましたけれども、区では耐震化、不燃化というものを進めて

おります。例えばそのようなことをやる。あるいは備蓄のところでも、今トイレが問題になっておりま

すけれども、携帯トイレを自宅に置いておく。あるいは公的に備蓄しておく。 
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 そのようなところがあるかないかで、災害の最初の公助が届きづらい時期に、まず命を守る最低限の

ものというのは、身の回りにあるということが確保されますので、そのようなこと、今回何が足りな

かったことは、なぜなのだろうかというところを考えますと、現状では、今まで言ってきたことをしっ

かりこれからも言い続けていくというところが、まず大事なのではないかと考えているところでござい

ます。 

○新妻委員 

 ありがとうございました。いつどこで災害が起きるか分かりませんし、品川でも大きな災害がすぐに

でも起きる可能性もありますので、区民の意識をしっかりと高めていくということが重要かと思います

ので、引き続きまたどうぞよろしくお願いいたします。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○澤田委員 

 私からは、№１１の④についての質問です。④で福祉避難所の機能確保の検討が必要というご意見に

ついて、区としては福祉避難所の確保に努めていますとあるのですが、機能については触れていらっ

しゃらないのかという印象があります。 

 やはり、福祉避難所の機能の中で、ここにお世話になる方というのは、歩行困難な高齢者の方ですと

か、障害のある方たちがメインでいらっしゃると思うのですけれども、そうすると、けがで動けない方

などが２階以上に移動する際に、エレベーターが地震で使えない場合、または２階以上にいる方が火災

などにより建物の外へ避難する必要があったときなどは、エレベーターでの移動が必須になるかと考え

られます。その場合、普通の避難所に比べて福祉避難所というのは、非常用エレベーターや予備電源等

の機能がより大切になってくるのかと私は考えたのです。 

 現在、施設には、エレベーターが１台しかない場合も多い印象があるのですけれども、福祉避難所の

中で、非常用エレベーターが普通のエレベーター以外にもついているという施設はあるのでしょうかと

いうことが、まず１点。それからでお願いします。 

○平原防災課長 

 今ご質問の福祉避難所に非常用エレベーターが通常のエレベーターと別にといったところでございま

す。大変申し訳ございません、そのようなところの整理をしている資料は持ち合わせておりませんので、

事情をこちらのところでは把握できておりませんが、耐震性がより必要だというところは、私ども区役

所内で共通認識として考えているところでございますので、そのようなところはしっかり施設側とも話

し合ってまいりたいとは考えてございます。 

○澤田委員 

 ありがとうございます。そうしましたら、耐震化というか耐久ということも大事であると思うのです

けれども、足が悪い方、高齢の方、車椅子の方などが避難する際に大事だと思うので、ぜひそちらの検

討もしていただきたいと思います。 

 非常用エレベーターは、設置するための基準がいろいろとたくさんあると思うので、今また既存の福

祉施設に導入しようということは、難しいかもしれないのですが、財源の問題もありますし、いろいろ

課題はあると思います。福祉避難所に指定されているシルバーセンターなどは、結構老朽化したものも

多いのかと思います。印象でしかなくて申し訳ないのですが、なので、建て替えなどの際に、設計の段

階から、福祉避難所ということを想定して、非常用エレベーターの設置などもぜひご検討いただければ
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と思いますが、いかがでしょうか。 

○平原防災課長 

 まず、最初のほうの様々なご事情をお持ちの方のところにつきましては、個別避難計画を立てる段階

で、様々のその方のご事情、あるいはその方がどう避難するべきかというところを決める中で、その避

難する先の施設の状況なども勘案しながら決めておりますので、そのようなところに対応した形で、例

えば足が悪い方に上のほうに行っていただくなどとならないようにはつくっております。 

 ただ、一方、全てが全てそうではないので、支援員などの考えをしっかりとして、どのような状況で

も、しっかりとその方を保護できるように対応を考えてまいりたいと思っております。 

 また、施設のところで老朽化というようなお話がございましたけれども、防災に関わる施設です。一

般でしたら、例えば学校であるとか、シルバーセンター、ほかの主目的があるようなところが建て替わ

るときには、私どもとも協議がありますので、そのような中で、しっかりとお声を伝えてまいりたいと

考えてございます。 

○澤田委員 

 ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○こしば委員 

 私からは、パブコメの３ページ、１１番の③「防災区民組織の育成・強化や防災広場の整備について」

お伺いします。 

 まず、確認なのですけれども、この意見に対する区の考え方の中で、冒頭のほうに「防災区民組織の

育成・強化を図っていきます」とありますけれども、これはあくまでも町会や自治会の中での防災区民

組織の強化を意味しているのかどうかをお答えください。 

○平原防災課長 

 私どもは、もともと防災区民組織は、東京都の震災対策条例という、区でいう防災区民組織でござい

ますけれども、町会・自治会を母体としたといったところは何ら変わりございませんので、従来どおり

の考え方の下での育成ということでございます。 

○こしば委員 

 ありがとうございます。私も防災訓練をやると、地域センターをまたがって見学をさせていただく中

で、町会の役員の高齢化が続く中で、防災区民組織も高齢化、固定化がずっと続いているという状況と

いうのは、あまり好ましいものではないのかと。やはり、なかなか、いざというときに、すぐ動けるか、

どうか、当然、体力がある方もいらっしゃいますけれども、そうでない方も当然いらっしゃいます。そ

のようなところで、町会・自治会はありますけれども、例えばその域を超えた、例えば地域センター

を２つに分けるような、また隣同士の町会で、うまく補完し合うようなことも必要かとも思います。確

かに先ほど説明があったとおりではあるのですけれども、もう少し柔軟に組織・地域を今の状況に合わ

せて考えていくこともどうかと思うのですけれども、その辺りのお考えを教えてください。 

○平原防災課長 

 今回の地域防災計画の一つの考え方の中に、地区防災計画を地域防災計画の枠組みの中でつくってい

こうというような形のことを、前回の１１月９日の委員会で、ポイントの一つとしてご説明させていた

だきました。 
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 地区防災計画というのは、地域防災計画の一部をなすものなのですが、作成主体が区ではなくて地域

の方というようなことで、これは法律上位置づけられた計画でございますが、そのような計画を今後促

進していこうと考えてございます。実際には私ども防災課の職員が入って促進していくという形なので、

かなり手作りしていくような形になるかと思います。そのような中で、地区の問題点であるとか、ある

いは、先ほど地域センターを超えてというような話がございました。どのようなところと一緒にやって

いくべきなのか。 

 例えば避難所の場合は超えるけれども、そうでないときは超えませんというようないろいろな考え方

があるかと思います。計画づくりの前段階としての分析をやっていく中で、どのような連携の在り方が

必要なのか。あるいは、その防災区民組織には、どのようなリスクがあるのか、例えば先ほど高齢化、

固定化というお話がございましたけれども、それが立ち行かなくなっているのか。あるいは、困難だけ

れども、何とか次の道筋がついたのか。 

 いろいろなご事情があるかと思いますので、そのようなお話を私どもはしっかり聞いていきながら、

計画になるかどうかは別なのですけれども、計画の前段階の考え方という中で、お話合いを進めながら、

各地域、地域の問題点とそれに対する課題解決策を共に考えていただけるように、私どもはご支援して

まいりたいと考えてございます。 

○こしば委員 

 ありがとうございます。防災区民組織もあります。当然その前提にはその地域に暮らす区民の方々が

いらっしゃるわけです。まず実際に被災をされて避難をされている方々は、区民の方、地域で暮らす

方々なのですけれども、当然にそれぞれの地域の方も、防災意識はあると思います。地域の中での防災、

自治体の避難活動を穏便に進めていただくためには、やはりその大前提として、私が思うことは、最小

限の向こう３軒両隣のような本当に最小限の地域の交流といいますか、つながりがあって、恐らく今回

の能登半島地震でも、被災された方、救助された方を見ていますと、やはり近所とのつながりも大き

かった、それが救助につながったということも、事例としてはたくさん出ていると思います。 

 そのようなところで、この防災区民織もそうです。そのモデルケースというのは、もう区のほうでも、

たしか好事例で周知されていると思いますけれども、そのようなことも是非お示しをいただければと思

うのですけれども、それに対して、またお考えがありましたら教えていただければと思います。 

○平原防災課長 

 よく自助、共助、公助といったときに、私ども役所側、公助のところが、地域に対して何かしていた

だくときには、共助の窓口でございます防災区民組織については、欠かすことができないというか、地

域の中核であると考えているところは、全く変わりはございません。 

 ただ一方で、委員ご案内のとおり、今、高齢化が進んでいるということで、なかなか担い手が難しく

なってきているというような状況もございます。そのような中で、今度は地域の中で実際にどのような

形で活動していくのかという中では、今もご案内いただきましたけれども、好事例というような形で、

地域の訓練のお話を私もよくさせていただいております。 

 それこそご近所の方にお声かけしていただく。それは、地域によっては、全然やり方が変わるかと思

います。例えば回覧板の回る範囲であるとか、班というような形であったり、いろいろな呼び方がある

かと思いますけれども、そのような事例を今回、先ほど言いました防災普及冊子のところでも紹介させ

ていただきまして、マンションだったら、このようなことが考えられる、あるいはいわゆる戸建てとい

いましょうか、木密エリアといいましょうか、そのようなところだったら、いわゆる両隣みたいなとこ
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ろなど、そのような考え方みたいなものをお示しさせていただいく。 

 小さな声かけから、それが共助の防災区民組織につながり、それが役所である公助につながりという

姿が見えるような形でお示しさせていただいて、区民の命が守られるような体制をしっかりとつくって

まいりたいと考えてございます。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○吉田委員 

 先ほどもご質問が出ていましたけれども、福祉避難所のことで、パブリックコメントというか、ご意

見としては、福祉避難所の設置を急いでほしいということだけがシンプルに書かれています。福祉避難

所については、設置だけではなくて、今、福祉避難所として設置されているところが、果たして本当に

福祉避難所としてふさわしいかということのご意見もあると思うのです。 

 今、既に福祉避難所として設置されているところで、いざ震災が起きたときに、先ほども、例えば車

椅子の方たちが、エレベーターが適切に使えるかとか、トイレがきちんと使えるのかとか、そのような

ことの点検は、多分、防災課だけではなく、施設整備課などとの連携も必要になるかと思います。 

 庁内での福祉避難所が適切に機能するかどうかについての検討などということは、どのようにされて

いるのかを確認させてください。 

○平原防災課長 

 まず、福祉避難所につきましては、社会福祉法人でありますとか、シルバーセンターを中心に確保さ

せていただいているところでございます関係で、庁内では、福祉部が所管して、そちらのところで施設

の確認、あるいは施設管理者との話合いといったところを進めさせていただいております。 

 その中で、例えば施設整備課でありますとか、私ども防災課は、意見を求められた際など、あるいは

協議対象としてという形で入っていくというような関係性で進めさせていただいております。 

○吉田委員 

 私がこのような質問したことは、福祉計画の策定委員会を傍聴していたとき、事業者が、うちの事業

者は福祉避難所になるようにと言われているのだけれども、その後、区からの働きかけが何にもないの

だけれどもということを言われていたのです。福祉計画の策定のときには、防災課は参加されていない

ではないですか。施設設備課も参加されていないし、結局、福祉部の所管だけなのです。それを傍聴し

たときに、あれと思って、事業者も、福祉避難所になってくださいと言われても、その後どうしたらい

いのかと迷っているところがあるのだということを認識した次第なのです。 

 それは大分前なので、今はその協議が進んでいるのかと思うのですが、何か具体的に年に何回かは、

そのようないろいろなところが連携した会議を持っているとか、そのようなことがあるのか伺いたいと

思います。 

○平原防災課長 

 福祉部との連携というようなところでございますけれども、様々な形で連携を取っております。これ

は庁内の話でございますので、事務的な打合せというレベルになりますけれども、直近のところでいく

と、今日の午前中も行いました。そのような中で、福祉部が福祉部の所管として進めているようなこと

で防災に関することを、防災課にこのような形で協力してほしいであるとか、あるいは、私どもが逆に、

現在、防災ではこのような動きになっているので、福祉面でも反映してほしいなどということを、そこ

ですり合わせいく。 
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 実際に先ほどの福祉避難所の話でいきますと、社会福祉法人の福祉避難所でありますと、福祉部のと

ころで、ある程度検討を進めて、それが相手方との一定の形になりましたら、私ども防災課に話が来ま

して、共に災害時協力協定の締結という形の作業を進めていくという形になってございますので、その

ようなところでは、福祉部と私どもはしっかりと連携体制をつくっているところでございます。 

○吉田委員 

 庁内は割と連携しやすいかと、福祉部と防災課や施設整備課など、ぜひそれぞれ……。連携しやすい

かといっても、ふだんの業務を行いながらですので、結構大変です。ぜひその辺をしっかりやっていた

だきたいと思います。 

 やはり事業者との連携というのは、一段ハードルが上がるのかと思いますし、例えば指定管理などを

しているところだと、福祉避難所としての機能をどうやって確保するかということは、指定管理者の責

任になるのかなどというようなこともあります。仕組みはいろいろあると思いますけれども、まずは福

祉避難所を必要とされている方の安全確保という視点を共通のものとして、ぜひ連携していっていただ

きたいと思います。 

 私が総務委員会にいたときに、どこの施設とは言いませんが、もし地震などが起きたときに、エレ

ベーターに関しては、電源が別にある。地震が起きてもエレベーターは動くのだと、すごく安心してし

まって、これは避難に使えるのだと思い込んでしまったのです。 

 その後から、いやいや、避難用エレベーターとするためには別の条件があるのですということを消防

署などにも確認をさせていただいた。そうすると、きちんとした担当者がいなければいけない、そのエ

レベーターの周辺には、そこに集まる場所が必要であるなど、いろいろあって、私の知識が全然足りな

くて、そこまで確認できなかったなと、すごく反省した覚えがあるのです。 

 既存の施設について、もし震災が起きたときのエレベーターの状況、それが非常用エレベーターとし

て使えるような責任者の人員配置がされているのかなど、防災課としてはその辺のことも把握されてい

るのかを伺いたいと思います。 

○平原防災課長 

 今ご質問の件につきましては、防災課ではなくて福祉部で把握するような形でやってございます。私

ども防災課は、被害が発生したとき、例えばエレベーターに障害が起きたときに、エレベーター協会と

のつなぎであるなどの対応でという形になりますので、一般的な施設の所管関係は、通常の部のほうで

行わせていただくような形になってございます。 

○吉田委員 

 分かりました。ただ、やはり福祉部の専門性は福祉のほうにあるので、建物のことなどについて意見

を聞かれるのは、多分、防災課だったり施設整備課だったりすると思います。連携という言葉が非常に

便利なので、私もつい連携という言葉は使ってしまうのですけれども、いざ、ここの福祉避難所で震災

が起きたときに、使っている方たちの命を守る施設にするということでいうと、かなり大変な連携が必

要になっていくのかと思います。 

 これは、今がどうあれ、ぜひ今後ということを考えていただきたいのですけれども、しかも福祉避難

所の場合、もう一つ指定管理があったりすると、そこが福祉避難所としてのエレベーターの管理などを

しなければいけないということがあるではないですか。だから、その辺のことがすごく大変だというよ

うに、私たちは簡単に意見を言っていますけれども、その辺のことがすごく大変だと思いますし、当事

者はもっと大変だと思うのです。福祉避難所で避難したけれども、本当に自分の命はここで守られるの
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だろうかということでいうと、もう一段、当事者とそのご家族の方は、本当に不安な思いを持っておら

れる。 

 品川区はその辺どうなっているのだろうかということは、パブリックコメントとしては、福祉避難所

の設置を急いでほしいなのですけれども、設置されている福祉避難所が、果たして福祉避難所としての

機能がきちんと確保されているのか。それについては、今後の対応として、ここにこのように充実を

図っていきますという、書きようとしたら、それぐらいしか書きようがないかと思いますけれども、具

体的にどうなのかは、ぜひその障害者団体やいろいろな高齢者の団体には、今後、もう少し具体的な説

明ができるように図っていっていただきたいのですけれども、その点についてお考えを伺いたいと思い

ます。 

○平原防災課長 

 まず、エレベーターというところでいきますと、エレベーターの保安基準といいましょうか、いわゆ

るエレベーターを一般的な構想物として設置する段階では、当然、安全性を法令に基づいて確保するよ

うに造っていると思います。なので、エレベーターで何がしかの事故が起こることは、もちろん可能性

はゼロではないと思いますけれども、可能性としては、限りなく低いものと思ってございます。 

 そこにもう一段の要素を加えるような形になってまいりますと、費用面であるとか、あるいは人的な

確保面であるなど、様々な要素が高まってまいりまして、果たしてそれが本当に必要かという場合もご

ざいますので、そのようなところも含めて、いろいろ協議していくような形になろうかと思います。 

 ただ、先ほどご答弁を申し上げたとおり、施設設置に当たっては、今、私どもも話合いに参加するよ

うになっております。話合いに常時参加というよりは、このようなものを入れたほうがいいのではない

ですかとか、最低限このようなものが必要ですなどということは行わせていただいている。 

 もう一つ、個別避難計画の中で構造を前提とした避難計画というお話をさせていただきました。その

際にはエレベーターの状況ということも当然出てくるかと思いますし、今回能登でも出ておりますけれ

ども、そこの福祉避難所に問題が発生しましたら、当然、別なところの開設の可能性も出てくるかと思

います。 

 様々な要素を考えながら、実際の災害時には対応していく形になろうかと思いますので、今、平常時

にできることはしっかり対応させていただきますけれども、災害時の対応はそのときはそのときで、柔

軟に対応させていただこうと考えてございます。 

○吉田委員 

 最後にします。福祉避難所のエレベーターについては、おっしゃるとおりで、今それで進めていただ

くしかないと思います。 

 戸開走行で、地震が起きたら当然その近くの階に止まっているようになっているということが、もう

前提ではないですか。今までの震災の経験から、戸開走行がされていないエレベーターについては、そ

のようになっていることが前提だと思うのですけれども、今、品川区の中で、現に某福祉避難所で、き

ちんと整備が進んでいないところがあることが現実なわけです。今すぐそれを全部直すのか、それとも、

もう新しい建物を建てたほうがいいのかということは、予算などということも含めて、本当にいろいろ

な検討が必要であると思います。 

 このような言い方は、能登の方に失礼ですけれども、例えば３.１１のときもそうでしたけれども、

やはりほかでそのような災害が起きたりすると、それを教訓にして、では、私たちもそのようなことを

考えていかなければいけないというふうに、区民がどこに予算をかけるかということについても、その
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ようなときに理解が進むことがあるのではないかと思うのです。 

 私はもともとが共助の仕組みにおりますので、やはり、阪神の大震災のときや３.１１のときを機会

に、もう一度自分たちのお互いの助け合いの仕組みを見直そうとなるわけです。なので、本当に大きな

犠牲の下、失礼かもしれませんけれども、このような震災が起きたときを機会に、私たちの自治体でこ

のようなことが起きたときに、特に配慮が必要な方たちへの状況はどうなっているのだろうかというこ

とをぜひ見直す機会としていただくことが、犠牲になられた方たちに対しても敬意を表す一つになるの

ではないかと思います。 

 障害者各団体から、災害のときについては、それぞれの障害種によっていろいろな配慮を求められる

ことのご要望が、各会派へ来ているかと思います。もちろん区にも来ていると思いますので、全部を一

気に取り組むことは難しいかもしれませんけれども、繰り返し要望が来ていることですので、今後その

ようなことについて、ぜひ一歩ずつでも進めていっていただければと思います。これは要望でとどめて

おきます。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○須貝委員 

 要望です。今回能登の件があってから、町の中で区民の方から言われたのですが、非常用トイレが設

置されたけれども、和式で、高齢者の方はあのようなところは座れないと、すぐ戻ってきて、別のとこ

へ行ったという話もあります。 

 これから首都直下地震が東京でも起きるということならば、それに備えて、洋式便所にすれば、衛生

面云々、下水道の点検等もあるかと思うのですが、やはり、誰でも、できるだけ多くの人が使えるよう

なトイレに改修しておいたほうがいいのではないか。これだけ公園などがたくさんあるので、それも、

在宅避難とともに考えてほしい。 

 あとは井戸水のことを言われたのです。防災広場、公園、学校を含めて、スクエア荏原など、限定的

にいろいろなところに、井戸水を設置する。でも、井戸水は、やはり下水道点検が前提ですけれども、

洗濯する、洗う、手を洗う、それだけでも衛生上、かなりいいらしいので、何かに備えて、この品川区

に多くの避難民が滞留するようなことになったときに、そこで生活できるように、ぜひ対応しておく、

用意をしていく。品川区には、たしか公園は二百二、三十か所あったかと思うのですけれども、そのほ

かに防災広場云々があると思います。それも考えてほしい。 

 当たり前だと思うのですけれども、学校や区有施設、避難所には、災害用の電話機……。要は電話機

を差し込むと、そこからかけられるというシステムは、品川区の全区有施設にあるのか。私はやってほ

しいと思うのですが、そうすると、１か所に集中することなく、分散して、地域ごとに避難が自立でき

るような仕組みがつくれるのではないかと思うので、その辺は検討していただきたいと思います。これ

は意見だけで結構です。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○西村委員 

 ご説明ありがとうございます。区内一斉防災訓練の実施結果から伺いたいと思います。細かく拝見し

ていまして、源氏前小学校はとても面白い訓練……。 

○鈴木副委員長 
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 防災訓練は、この後です。 

○西村委員 

 大変失礼しました。ごめんなさい、後でご質問を伺います。すみません。 

○鈴木副委員長 

 パブリックコメントの結果についてということで、ほかにいかがでしょうか。 

○つる委員 

 №５の在宅避難体制に関連してなのですけれども、１週間ということで、４年前ぐらいにも、内閣府

のほうからも、そのような通達があって、今、在宅避難の方向がずっとある。そのような中で、能登の

事例を見ても、地震の発生の種別によって、いろいろ状況が変わると思うのです。 

 品川区は、ＪＰロジスティクスと連携して、備蓄品の管理、輸送体制まで提携しているわけですけれ

ども、先日視察させていただいて、そのときも伺って、例えば道路が悪路になっても、違うルートを熟

知しているドライバーが、軽ワゴンで必要な輸送先に行くのです。このような概要のお話でありました

けれども、こうあった。 

 ただ、その上で、大きな前提として、一応その避難所に在宅の方も取りに行くとはなっているとは思

うのです。だけれども、状況によっては、区の対応としては、在宅避難のところにもお届けをするとい

うようなことも出てくるのかというところには、地域防災計画の中に反映がなければ、なかなかそこの

現場対応ということは難しいのかと思います。 

 そのようなときに、一応、今、品川区は協定を結んで、ＪＰロジスティクスの所有する車等で運ぶと

なると思うのですが、その上で区としても、当然、所有するいろいろな車両等を活用するというケース

も考えたときに、以前、例えば情報収集としてオフロードバイクの話など、東京都が持っていたり、ク

イックアタッカーで、消防庁のほうで、初期消火の体制などでのオフロードバイクの活用がある。能登

にも、たしか、今日、東京都のオフロードの車も行っています。 

 そのような中では、ＪＰロジスティクスのほうで、悪路に対応できるような車両がきちんと確保でき

ているのかというところが気になります。在宅避難に関連して、備蓄物資がしっかりとそのようなとこ

ろに届くのかどうかということをまず教えていただきたい。区として、既にそのようなオフロード対応

の車両等があるのかどうかも併せて教えてください。 

○平原防災課長 

 まず、在宅避難のところの物資については、私どもは支援対象とするという形で、具体的な手順のと

ころまでは地域防災計画には書きませんけれども、在宅避難者の支援というような形のところを、まず

大枠で書かせていただいて、あとは例えば、区内のマニュアル類であるなどのところに、今後、詳細を

しっかりと構築していこうと考えてございます。 

 ただ一方で、届けるというようなことにつきましては、在宅避難者は単純に考えても３０万人弱とい

うことが見込める中で、そこに届けるということは、率直に申し上げまして、現実的ではございません。

本当に取りに来られない方というようなところをしっかりと見据えながら、そのようなところにどう物

を届けるかといったところは考えてまいりたいと思います。 

 そのような点で、２つあります。オフロードバイクについては、区では所有しておりません。もう１

点、今ＪＰロジスティックスに管理委託しているところでございますが、様々なルートを考えまして、

そのルートを通るところが道路啓開計画としっかりとリンクした形、あるいはそこが啓開計画の対象に

なっていなければ、その情報を道路課などに伝えさせていただいて、そのようなものに入れていただく
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等々のそのような連携をさせていただいて、しっかりと各拠点であります避難所に物資が届くような形

で、今、構築しているところでございます。 

○つる委員 

 ありがとうございます。所有するそのような流通のまさにＪＰロジスティクスの手段は、結果として、

集積するところにきちんと何でも届く体制が取られているということが重要かと思う。結果として、発

災時には届く。人海戦術も含めてなのでしょうけれども、それがすごく大事かと思うので、ここについ

ては、あらゆる想定で、想定外がなくという話が最近あるのですけれども、そこは本当に飽くなき改善、

充実策をぜひ取っていただきたいと思う。 

 受援などというところも若干あったのですが、それに関連してなのですが、このような備蓄品の運ぶ

というところもあると思います。能登のように、例えば自衛隊の方が海路から入って、ホバークラフト

でも入って、展開されたという形。それから船を活用しているということがありました。 

 品川区の場合は湾に面していて、川もありますけれども、今いわゆる被災地へのアクセスの確保が、

大規模災害のときには非常に重要だという指摘をされています。そのような中では、陸、海、空、水上、

地下などの活用ということがいろいろ考えられていると思います。 

 そのような中にあって、一つ、今回は、空路というところで、品川区は、この目の前のしながわ中央

公園でヘリポートを造られて、できたときに、たしか自衛隊の練馬駐屯地から飛行機が２機来て、その

デモンストレーションがあった。逆に２００９年ぐらいから２０１０年の４か年ぐらいは、天王洲野球

場でヘリの訓練を実施して、間が空いたりして、西大井でやったことがあった。 

 大規模災害の発災時、毎回言われるのですけれども、やはり訓練以上のことはなかなかできないとい

うことが言われている中では、実際にその空路でそのような備蓄物資だけではない人海戦術、その人員

の輸送などのようなところも展開をしていく、まさに訓練をしていただくということも重要なのかとい

うことがあります。 

 その上で、訓練となると、近隣住民のケアだとか、電線が多いだとか、騒音だとか、いろいろなこと

が言われてしまうとは思うのですけれども、ここについて、近年、品川区ではヘリの訓練は、少し間が

空いているのかと思います。ただ、２０２２年の９月には、これは自衛隊ではない別のヘリで訓練をし

たということがあると思います。東京都とやった一斉訓練のときだったと思います。 

 まず、そのような訓練が、来年度などを含めて、現状、考えの中に訓練そのものがあるかどうかとい

うことを一つ教えてください。 

○伊藤災害対策担当課長 

 今、委員ご指摘ありましたとおり、災害につきましては、様々な状況が想定されるということで、後

ほど各種訓練の種類については報告させていただこうと考えてございますが、最後にヘリを使った訓練

についてございましたけれども、なかなかハードルが高いと考えております。というのは、まず、でき

得ることをしっかりやっていくということが大事だと考えておりますし、また自衛隊とも常時連携をし

ておりますが、ヘリを使った訓練というのは、他の区を見てもなかなかやっていないのかというような

状況でございます。 

 ただ、どうしてもやる必要がある、昨年度、令和４年度に実施した東京都と品川区の総合防災訓練

等々、大規模なものになれば、必然的に活用する状況になってくるのかと思いますが、今後そのような

状況になりましたら、活用させいただければと考えてございます。 

 また、ヘリの活用につきましては、孤立地域の活用がメインになってくるということもございますの
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で、今のところ品川で考えられているところは、ほぼほぼないかというような状況でございます。 

○つる委員 

 今、最後のところは孤立地域において活用するという答弁に聞こえました。ありがとうございます。

そのような中で、当然どんな災害が、この都心部にあるかどうかということは分からないので、そのよ

うな中にあって、今、その用途は孤立しているところにという用途だとは思うのですけれども、その上

で、いろいろなヘリの状況というのはあろうかと思います。 

 救助だったり、消火だったり、いろいろある。所属するのが警視庁だったり、消防だったり、自衛隊

によっては、その実地内容というのは、多分、いろいろ様々だと思います。それは、区民にとっても、

実際そういうものがあるということも、まさに安心の担保といいましょうか、このようなところにもな

りますし、その辺の理解と、あとは今言った実際の発災時の用途については、そのような限定があると

は思います。地域も含めて、いろいろなところとまさに連携しながら、協力関係を築きながらというこ

とは必要なことなのではないかと思います。 

 その上で、ヘリポートと臨時救助スペースがあります。品川区でそれを使える場所というのは、今、

何か所あるのでしょうか。品川区が確保できているヘリポートと臨時救助スペースについて把握してい

れば教えてください。 

○平原防災課長 

 ヘリポートを複数確保しているのですけれども、大変申し訳ございません、ただ、今、直ちには数字

が手元にないもので、お答えは難しいのですけれども、複数は確保してございます。たしか地域防災計

画にその旨はしっかり記載しているかと思います。 

○つる委員 

 たしか臨時ヘリポートは７か所です。天王洲、鮫洲、八潮、西大井、大井ふ頭、林試、品中の７か所

です。臨時ヘリポート、だから、常時使えるのかどうかということは、またあると思います。 

 ＨとＲで多分違うと思うのですが、Ｒがホバークラフト状態で、救助員が降りて、人命を救助すると

ころだと思うのですけれども、そのようなところがどうなのかということも、また別の機会に確認して

いきたいと思いますので、ヘリの活用空路というところで、あえて聞きました。 

 ヘリに関連して、品川区においては非常に優秀だということで、もう１６年前から褒められていると

ころで、区内の小中学校のヘリサインが屋上にあると思います。これは２００８年に、当時の区長が、

消防庁のヘリに乗って、その状況を確認して、よく見えますねということで褒められたという話が、品

川区に残っているかと思います。当時は城南地区では、品川区と大田区だけで、２３区で見ると、３区

しかなかった。でも、東京都がお金を一生懸命出して、今それが広がったということがあると思います。 

 そのような中で、ヘリサインの管理というのは、教育委員会がやっているのか、防災課関係なのか、

どちらなのでしょうか。というのは、今、当然、視認性というものはすごく大事なのかと思うときに、

今、品川区のヘリサインというものが、蛍光仕様になっているのかどうかということを教えていただき

たい。夜間や悪天候のときに、よく見えるのかどうかというその確認です。 

○平原防災課長 

 ヘリサインでございますけれども、まず、ヘリサインの管理につきましては、施設所管のところで管

理してございます。防災課ではございません。 

 ヘリサインの基準というものがございまして、視認性のあるものを使うことという形ですので、施設

によって若干違いがあると聞いてございますけれども、視認性に優れた素材を使うという形で聞いてご
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ざいます。 

○つる委員 

 今のところはまた別の機会でいろいろ聞いていきたいと思いますけれども、経年すれば、当然、色が

劣化したり、多分、通常の施設管理で、塗料は落ちたりするとは思います。多分、やはり７都県の基準

に基づいて、サインをつけていくと思うのですが、それの中にも、当然いろいろな業者が開発して、蛍

光のものなど、いろいろあろうかと思います。逆に言うと、それは今言ったように教育委員会の所管で

管理しているというところなので、そのような改善については、別の機会で求めていきたいと思います。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○つる委員 

 自衛隊のところです。品川区は、もう何年も前から、自衛隊の部長級の方を含め来ていただいて、行

政職の方との顔の見える関係性があると思うのですけれども、先ほどの被災地へのアクセスの確保とい

う観点で指摘されている方が、やはり被災自治体と警察、消防……。警察と消防は比較的あるかもしれ

ませんけれども、あと自衛隊、この４者の顔の見える関係が大事なのだと、何だかんだといっても、人

間関係でしっかりと品川区の状況をよく分かっていただいているようなことが、やはり発災時にはすご

く重要なのだということなのです。この辺りについては、品川区は、いわゆるその管理職というか、理

事者レベルではない、現場で本当に動いていただくような方々との顔の見える関係というのでしょうか、

こういうものは……。自治体によっては簡単な会食をやっているところもあるそうなのです。お互い顔

の見える関係をつくっているという話なのですけれども、そのような各警察、消防、自衛隊、地元自治

体という形です。 

 このような関係は品川区にあるのか。もしなければ、ぜひ今後検討していただきたいと、これは要望

です。現状あるかどうかを教えてください。 

○平原防災課長 

 警察、消防とは、これまで随時、区内警察、消防とお付き合いさせていただいておりましたけれども、

自衛隊につきましても、自衛隊の練馬にあります第１普通科連隊、第１中隊が私どもの所管をしていた

だくということで、そちらの中隊長をはじめとして、皆さんと様々な場面で顔を合わせる機会はござい

ます。 

 また、その練馬からいらっしゃるので、その方々が来るまでの間、五反田にございます募集案内所の

方々が、一時的にこちらにいらっしゃるのですけれども、年間を通じまして、情報連絡会の会議体を設

けております。そのような場で意見交換させていただいて、それぞれ顔を知って、お話をしてというよ

うな形で関係をつくらせていただいているところでございます。しっかりと連携を取らせていただいて

いるつもりでございます。 

○鈴木副委員長 

 よろしいですか。 

 ほかにはいかがですか。 

 ご発言がないようですので、以上で本件を終了いたします。 

 次に、⑵令和５年度区内一斉防災訓練等の実施結果についてを議題に供します。 

 本件につきまして、理事者よりご説明をお願いいたします。 

○伊藤災害対策担当課長 
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 昨年中に本委員会におきまして報告をさせていただきました、２つの大きな訓練が終了いたしました

ので、その概要等について説明をさせていただきます。 

 まず１番目、各地区総合防災訓練でございます。 

 日時、令和５年９月１０日から１１月５日までの間で実施をいたしました。 

 訓練内容については、主に初期消火、応急救護、物資配布などを行っております。 

 参加者数につきましては、５,１０５名、７地区での開催となっております。 

 地区別実施結果につきましては、別紙１「令和５年度各地区総合防災訓練実施結果」となっておりま

す。 

 では１枚おめくりいただきまして、Ａ４の別紙１の実施結果をご覧ください。 

 上の項目としまして、地区、日程、会場、参加者、主な訓練項目という形で記載をしてございます。 

 地区につきましては、今回の訓練につきましては、１０地区で訓練を開催予定でございましたが、雨

の関係で３地区が中止になってございます。７地区で訓練が開催されたということで、合計について

は、５,１０５名、７地区での開催となってございます。 

 それでは、１枚目にお戻りいただきまして、２番目、区内一斉防災訓練につきまして、説明をさせて

いただきます。 

 （１）避難所運営訓練でございます。 

 日時は、令和５年１２月２日土曜日、１０時から１２時まで、訓練内容および参加者数ですが、訓練

内容は、別紙２「令和５年度区内一斉防災訓練」については、後ほど併せて説明をさせていただきます。 

 参加者数は２,４９３名で、４６か所の参加がございました。 

 アンケート結果は、１,８８９通の回答を頂き、別紙３「令和５年度区内一斉防災訓練 アンケート

集計結果」にまとめてございます。 

 別紙２、別紙３について説明をさせていただきます。 

 ３番の別紙２をご覧ください。こちらは、区内一斉防災訓練の参加避難所、１番目でございますが、

地区総合防災訓練と同様に、地区と開設した区民避難所名ならびに参加者欄、訓練内容が記載してござ

います。 

 地区につきましては、記載のとおりでございますが、開設したのは４６か所、参加者が２,４９３名

という内容になってございます。 

 右端の訓練内容でございますが、主に名簿の作成ですとか、本部の設置などをそれぞれ基本に置きつ

つも、各避難所において独自の訓練を行っている状況でございます。 

 ２としまして、区内一斉防災訓練以外の避難所訓練の概要ということで、１２月２日に実施をしな

かった避難所において、現在２か所でさらに訓練を行う予定と把握をしてございます。 

 ３としまして、年度別の避難所訓練の推移という形ですが、令和５年度、本年につきましては、４６

か所プラス２か所ということで、４８か所を開設してございます。過去を見まして、大体４８か所です

が、コロナ禍におきましては、開設した避難所訓練に参加した方がなかなか少なかったという状況でご

ざいます。 

 続きまして、別紙３をご覧ください。別紙３につきましては、Ａ３の資料になります。区内一斉防災

訓練のアンケート集計結果という内容になってございます。 

 アンケートの対象者数は２,４９３名、こちらは町会・自治会の参加者。 

 アンケートの回収状況につきましては、１,８８９通ということで、回収率は７６％、おおむね例年
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このぐらいの数値で推移をしているような状況です。 

 アンケートの回答者年齢はカテゴライズされてございますが、右手の円グラフをご覧いただきますと、

やはり年齢の高い方が、参加者としては多いというような状況でございます。 

 ４番でございますが、アンケート結果、Ｑの１としまして、今回の区内一斉防災訓練について、確認

をしてございます。こちらは固定の回答になっておりまして、Ｑの２としまして、「良かった」という

ような方は、何が良かったのかということで、こちらは固定した「訓練内容」、「参加者同士の交流」、

「訓練の進め方」に加えまして、「その他」の意見について伺っております。 

 「小学生と一緒に訓練を行ってよかった」、また「簡易トイレの設置」、「間仕切りの設営を実際に

行うことができた」というようなご意見をいただいてございます。 

 Ｑの３としまして、「良くなかった」というところも分析をしてございます。悪かった点としまして、

「訓練の進め方」、「訓練内容」、「訓練時間」については、固定の設問となっておりますが、その他

としまして「訓練準備不足」であるとか、「訓練参加者が少ない」というような内容が記載してござい

ました。 

 続きまして、１ページおめくりいただきまして、Ｑの４です。これまでの防災訓練で配布された啓発

品・非常食（携帯用の救急セット、除菌スプレー、アルファ化米など）について質問をさせていただい

ております。 

 「啓発品・非常食でどのような点が良かったか」というような質問につきましては、こちらも固定の

回答の設問になりますが、「災害時の備えになる」、「日常で使える」等々、ご意見をいただいており

ます。 

 Ｑの２としまして、「良くなかった点」を分析してございます。「美味しくない」、「日常で使えな

い」、「災害時の備えにならない」等々のご意見をいただいております。 

 その他の意見としましても、「もらってしまってもしまってしまうということで、試食や実際に使う

機会を設けてほしい」などのご意見をいただいております。 

 また、Ｑ４－３につきましては、「どのような啓発品・非常食に興味があるか」ということで、フ

リーで記載をしてございます。啓発品につきましては、「水、トイレ、非常電源、セーフティーエリア

を充実できるもの」、または「どのような人でも簡単に使用できるもの」等々の記載があり、非常食に

つきましては、「連日食べても飽きないもの」、「アレルギーがある方も安心して食べられるもの」

等々、ご意見をいただきました。今後、啓発品、非常食を検討する材料とさせていただきます。 

 自由意見としまして、こちらは訓練全般についてご意見をいただいたものとなっております。「避難

所開設前の準備の必要性が大事であることが理解できた」、「貴重な体験ができた」、「小学生と触れ

合えてよかった」、これにつきましては、１年おきに、土曜日、日曜日の訓練開催となってございます

ので、今回は土曜日の開催ということで、土曜日開催になった学校の学生の方々と触れ合うことができ

たというような状況です。 

 また下段の２つにつきましては、「訓練に参加していない町の方にどうやって今日の事を伝えるかを

考えていただきたい」、また、「もっと若い人に参加してほしい」等々、ご意見をいただいております

ので、こちらにつきましても、今後の訓練の参考とさせていただきたいと考えてございます。 

 それでは、１ページ目に戻っていただきまして、２の（２）災害対策本部訓練につきましてです。 

 こちらは、避難所運営訓練と同じ日にちに時間が重ねる形で実施をしてございます。令和５年１２

月２日土曜日、８時３０分から１２時３０分まで。 
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 訓練内容ですが、発災７日間、地震発生から７日間の各部等におきまして、対応項目検討を踏まえま

して、「首都直下地震等による東京の被害想定」に基づきまして、発災から３日後の区の対応を実施し

てございます。 

 （イ）としまして、被災情報管理システム等による情報収集・伝達要領。 

 （ウ）区民避難所との連携を行いました。 

 参加者数は、職員が２９３名という状況です。 

 ３、その他でございます。令和６年２月９日に開催予定でございます各地区協議会会長および区長、

区防災関係理事者で構成されます地区防災協議会会長連絡会におきまして、こちらの報告を行う予定で

ございます。 

○鈴木副委員長 

 報告が終わりました。 

 本件に関しまして、ご確認等がございましたら、ご発言をお願いいたします。 

○西村委員 

 申し訳ありませんでした。改めて質問をさせてください。 

 訓練内容がそれぞれ町会エリアによって違いまして、興味深く拝見している中で、源氏前小学校はと

ても面白いと思っております。何か詳細がお分かりでしたら、「５年生による学校防災設備の紹介ツ

アー」など、独自のいろいろな訓練を工夫されておりますので、教えていただきたいと思っています。 

 新年の餅つきで防災備蓄を配布しておられたり、日頃の町会活動の中で防災訓練を紹介しているよう

な町会もあった中で、苦慮している町会もあるだろうと思っております。積極的な町会、また消極的な

エリア、それぞれある中で、訓練内容を共有する機会があれば伺いたいことと、また区役所のほうから、

訓練内容をご提案するような、紹介するような機会はあるのかを伺いたいと思っています。 

 もう１点、私が不勉強で分からなくて教えていただきたいのですけれども、私自身が地元の小学校で

訓練に参加していまして、近隣に住んでおられる区役所の職員の方が数名来られておりました。任命さ

れたときは近隣に住んでいたのですけれども、今はお隣の区などにいらして、住んでいないという方も

数名おられて、そのような職員の方々が、実際に有事が起きたときにどのような動き方になるのかとい

うことを改めて伺えればと思います。よろしくお願いします。 

○伊藤災害対策担当課長 

 私のほうから、源氏前小学校と訓練について苦慮している点等々、また訓練内容の共有の点につきま

して説明をさせていただきます。 

 各避難所におきまして、様々な訓練を実施しているところでございますが、確かに源氏前小学校学校

につきましては、学校自体が防災教育に非常に力を入れていると伺っております。その中で、この訓練

の実施日に併せまして、町会の方々に小学校５年生の皆さんが、学校にある設備、防災備蓄ですとか、

防災関係装備を説明するというようないわゆるカリキュラムをつくっていただきまして、非常に充実し

た訓練ができたのかと考えております。 

 ２つ目ですが、苦慮している町会があるので、情報の共有等ということです。このように非常に力を

入れていただいているところもある一方で、なかなか振るわないところもあるのかとは思っております

が、全て避難所運営連絡会というものをやってございまして、避難所を開設するに当たりまして、事前

にしっかりと連絡を取って、今回の訓練をどうやるか、終わった後も反省などをやっている。 

 そのようなところで、地域によって、なるべく差が出ないような形でやってはいただいてはおります
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けれども、しっかりとこのように力を入れているところと、若干力が入っていないと申しますか、もし

かしたらまだまだ足りない部分が出てしまうのかもしれません。ただ、非常にしっかりと情報連携はし

てございます。 

 また、先ほど説明をさせていただきました２月９日にございます連絡会におきましても、情報共有を

させていただいた後に、各町会長にまた改めて説明をさせていただく機会を設けてございますので、そ

のような形で、よかった点、悪かった点、また改善できる点などを共有させていただいて、よりよいも

のをつくっていただきたいと考えてございます。 

○平原防災課長 

 近隣の区職員、学校参集職員という言い方をさせていただいておりますけれども、こちらにつきまし

ては、毎年４月の住所に基づく動員計画というものを私どもはつくっております。その中で指定させて

いただいたのですけれども、当然その年度内に異動がある場合はもちろんございます。そのようなこと

は申出によりまして、例えばもう全然違うところへ行ってしまいましたという形になると、そもそも来

られないわけなので、そのような方々については事情をお聞きして、場合によっては外して別な者を入

れるなどの対応をさせていただいているところでございます。 

 例えば隣の区であっても、基本は６キロメートルという考え方で、参集できるかできないかという発

想があります。そのような形で残置させていただいている場合もあるのですが、学校参集職員の場合に

は、限りなく近くにいていただくということが前提になりますので、今回たまたま訓練のときに残って

いたとしても、次年度はそのような方々の代わりに、また近くの方が新たに指定されるというような形

になってまいります。 

 ただ、なるべく継続性を持たせたいということが学校参集職員でございますので、特段の事情がない

限り、連続性を持たせていきたいと考えてございます。 

○西村委員 

 ありがとうございます。職員の方々のご努力も本当に感謝申し上げるところです。今回、私もしっか

りと中で一緒に準備も入りながら参加をさせていただいて、このアンケートにもありますけれども、今

回能登半島の地震のようなこともあって、区民の方々にどうやって自分事として捉えていただければい

いのかということと、ご自分の避難先もまだまだ分かっていない方も区民の方にたくさんおられて、一

番感じたことが、能登半島の地震は１月１日だったので、報道などを見ていると、地方に帰ってきた若

い方々が高齢者の方をおぶって避難をしていたとか、一方で新年に都会から帰ってきただけだったので、

避難所が分からなかったというような報道も見た中で、自分たちの地元だったらどうなのだろうという

ことを町会の皆様とお話ししていたのですが、引き続き知っていただくことの努力をお願いしたいと

思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

○鈴木副委員長 

 そのほかに、いかがでしょうか。 

○澤田委員 

 ご説明ありがとうございます。実際、私自身は浅間台小学校の防災訓練に参加しました。先ほどもご

説明にもありましたが、多くのその学校の小学生たちは実際に来ていて、そこでご高齢の方や地域の方

と生徒たちが交流している姿も見られたわけです。 

 このアンケート結果の自由記述のところに、自分の住んでいる町会を知らない生徒が多くてびっくり

したというご意見もあったと思うのです。やはり地域にお母さん、お父さんが参加している、おじい
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ちゃん、おばあちゃんから住んでいて、そのままつながっているという方もいると思うのですけれども、

そうでないと、全く知らない、そこに住んでいるおじいちゃん、おばあちゃんと話す機会はないという

子もたくさんいると思うので、ぜひ全校でということは大変なのかもしれませんが、先生方やＰＴＡの

方にご協力いただいて、できるだけその地域の人と触れ合える機会というか防災訓練は、やはり自助・

共助で、共助は本当に大切だと思うので、共助の観点からも、ぜひ推し進めていただけたらという要望

です。 

 もう１点あるのですけれども、防災訓練の中で、今回、小学生はいましたし、大体高齢の方が多いの

ですが、町会の若い方がやっていく中で、視覚や聴覚障害のある方、身体障害、精神障害、様々な障害

がある方が、私が見た限りでは、そこにはいらっしゃらなかった。やはり地域には絶対いるはずだと思

うので、個別避難の計画書もとても大切だと思うのですが、それとともに、一緒にどうお声がけしてい

くか。例えば福祉施設のほうからお声がけいただくなどのご協力も必要なのかもしれませんが、ぜひそ

こも地域の方と触れ合うということも含めて、一緒に訓練できるように動いていくことが大切なのでは

ないかと思うのですが、その点についてはどう思われますか。 

○伊藤災害対策担当課長 

 前段のほうですけれども、なかなか町会の方と小学生の子どもたちが自分の町会を知らないというこ

とです。訓練自体を今１年おきに土曜日と日曜日でやっているということで、この訓練に参加すること

によりまして、地域のご高齢の方と小学生が触れ合う機会になるので、そこで「ああ、そういうことを

知らないのだね。しっかりご両親とお話ししたほうがいいよ」などという会話が弾むきっかけもありま

すし、共助の一つのきっかけとしてはお互いを知ることですとか、顔見知りを増やすということもある

と思いますので、このような土日での取組というのは、また引き続きやっていこうと思ってございます。 

 ２点目でございますが、視覚・聴覚障害者の関係でございます。今回の夏から秋にかけまして実施を

しました地区の総合防災訓練につきましては、私が知る限りでは２名の聴覚障害者の方が参加をしてご

ざいまして、訓練場所には手話通訳ができる方を配置してございました。当初気づかなかった点もある

のですが、ご家族が一緒にいて、手話をやっていたというところから、そこを気づいたところもござい

ます。 

 もしかしたら私の知らないところでもほかの障害を持っている方がいらっしゃるのかもしれないので

すが、私が把握している限りではそのような方が参加されていて、少しずつ増えていってくれればいい

と考えている次第でございます。 

○澤田委員 

 ありがとうございます。参加されていた方もあるということを聞いて、とてもうれしく思いました。

そうしましたら、災害が本当にあったときに手話通訳の方はいらっしゃるとは限らないので、例えば指

さしのプレートを用意するなどという工夫も今後ご検討していただければと思います。いかがでしょう

か。 

○伊藤災害対策担当課長 

 今回、手話通訳だけではなくて、外国の方も参加されていたりしまして、少し準備が足りないという

ところもございましたので、例えばボードで多言語ができるものなどといったところも併せて用意をさ

せていただければと考えてございます。 

○澤田委員 

 ぜひよろしくお願いいたします。 
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○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○ひがし委員 

 先ほどの澤田委員の質問に続けてになるのですけれども、私は前回の決特のときに、障害がある方々

も参加できるような防災訓練の実施をということで、先ほどを答弁いただいた一斉の防災訓練は、障害

がある方も参加できるように対応していますといただきました。 

 参加の人数などを把握できればと思っていて、今、把握できている範囲で２名ほど参加されていると

いうことだったのですけれども、実際に障害者団体の方々にお話を聞くと、やはり参加したいけれども、

なかなか行けなくてというところのご意見がありました。ただ行きたいと言っていらっしゃるので、実

際にお声がけなどはされているのか。 

 昨年から始めたということで、まだ１回目だから、なかなかというところもあるかもしれないのです

けれども、今後実施するときには、せっかく準備するのだったら、ぜひ幅広く参加していただいたほう

がいいのかと思うので、その点について何かお答えがあれば教えてください。 

○伊藤災害対策担当課長 

 せんだってご意見をいただきまして、障害者支援課のほうとも連携をいたしまして、今回は、私のほ

うでは２名の方が参加されるということで対応をさせていただきました。 

 また、次回以降につきましても、様々な方が参加できますように、関係する課と連携をさせていただ

きまして、できる限り多くの方が参加できるように準備を進めていきたいと考えてございます。 

○ひがし委員 

 本当に災害が起こったときに混乱を招かないように、地域の方々で協力して、助け合いができるよう

にという対応としては、ぜひ引き続き尽力をしていただきたいと思います。 

 もう１点、私も１２月２日の防災訓練に参加させていただきまして、荏原平塚学園で避難の練習させ

ていただきました。ここの訓練の内容には書かれていなかったのですけれども、ここでも、生徒児童に

よる防災についての学習会みたいなものが行われていたと思っていて、地域の方々も子どもたちがどの

ようなことが必要かというところを話していることがとても参考になったというご意見をいただいたの

で、ぜひそうやって生徒の方、若い子から高齢の方まで対応できるような防災訓練がいいのではないか

と思っているところです。 

 この結果を見てみて驚いたのですけれども、５０歳未満の方々が９％ということで、１割にも満たな

いということ。今思い返すと、参加していたときに、確かに自分と同じ年ぐらいの方々はいなかったと

思っていて、子どもは参加しているけれども、その中間の母親世代が参加していないというところで、

そこについての課題や取組は何かされているところがぜひ教えていただきたいと思うのですが、いかが

でしょうか。 

○伊藤災害対策担当課長 

 まず、小学校での取組について記載が漏れていたことは大変申し訳ございませんでした。 

 こちらの円グラフで書かれていますように、高齢者と言っていいのかは分かりませんけれども、年齢

の高い方が多く参加されているということは、今までも言われていることでございます。 

 我々自治体も問題意識を持っておりまして、少しでも若い世代、特にお子様連れですとか、親子世代

だとか、そのような方が参加できるような何かイベントではないですけれども、人を引きつけるような

訓練……。訓練というものは、もしかしたら、そもそも少し厳しめのものなのかもしれませんが、少し
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人を集められるようなものをできるように、今後も検討してまいりたいと考えております。 

○ひがし委員 

 ぜひよろしくお願いします。私ももし何か思いつくことや他自治体の行いなどで気づくことがあれば、

お伝えさせていただきますので、ぜひ協力していけたらと思います。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○のだて委員 

 先ほど来、質疑があった中で、先進的なこの訓練内容については、ぜひ各地域で共有いただいて、よ

りよい訓練内容になるように、区としても支援していただけたらと思います。 

 障害者の参加についてもありましたけれども、ぜひこの参加を増やしていっていただきたいと思いま

す。そのためには、やはり町会や地域防災組織の皆さんと障害者の皆さんとの顔が分かるつながり、付

き合いが必要なのかと思いますので、そのようなことも含めて、区のほうでも支援をいただきたいと思

いますが、いかがでしょうか。 

 今回このアンケートが行われた中で、区としては、このアンケート結果はどのように受け止めている

のかを伺いたいと思います。 

 自由記述欄のところに、最後の２つのところで、「訓練に参加していない方にどうやって伝えていく

か」ということと、「若い人にもっと参加してほしい」ということで書いてありました。やはりそのよ

うな参加者を増やしていくということが、毎回参加できなくても、順繰りにいろいろな人が参加をして

いくということで、経験していくということが必要かと思うのですが、先ほどいろいろ工夫していきた

いということだったので、ぜひこのようなところに参加者を増やしていっていただきたいと思います。 

 別紙２の表の参加者欄のところで、児童・生徒数が結構参加されているというところがあるのですけ

れども、一番多いところで豊葉の杜学園で１,０２４人ということで、このような多くの子どもたちが

参加をするということになったことは、どのような経過があったのか、訓練内容などはどのような訓練

されたのかというところも伺いたいと思います。 

○伊藤災害対策担当課長 

 私のほうから、まずアンケートをどのように区として取り入れていくか、また児童の訓練の参加者数

が多かった理由についてご回答させていただきたいと思います。 

 アンケートにつきましては、かなり個別具体的に書いてあるものもございます。こちらは、あくまで

代表例をここで取りまとめただけですので、私もかなり読ませていただきましたけれども、非常により

分かりやすく、ここは改善をしたほうがいいだとか、このようなものを取り入れたほうがいいなど、も

ちろんできる、できないということはございます。全てそれをこのような代表例だけを活かすのではな

くて、しっかりと私のほうも把握をしてございますので、そちらをぜひ次回の訓練ないしはほかの訓練

にも活かしつつ、またこのような意見がありましたということの共有を町会のほうともさせていただき

まして、次回の訓練または自治会の活動等に活かしていただければと考えてございます。 

 学校の生徒の参加者数が多い少ないというところです。実はこれも学校によって状況が変わっており

まして、１２月の土曜日ということで、既に年度始めに計画が入っている土曜日については、月に１度、

土曜日に登校日があるということなのですけれども、それも１２月ということで、もう幾つか行事が

入ってしまっているところは、人数が非常に少なくなっている。 

 先ほども申しましたとおり、一方で、防災教育に非常に力を入れている学校が幾つかあると伺ってお
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りまして、そこはどこかということは、この人数で特定できるかどうかということは不明ではあるので

すが、それは人数として学校が挙げてきたものだと思いますので、そこは分かりかねるところです。今

回の児童が参加したところについては、少し多めに人数が出ているのかと考えてございます。 

○平原防災課長 

 地域の方々と障害をお持ちの方々との顔合わせというお話がございましたけれども、防災課の取組で、

避難誘導ワークショップという取組をずっとやってございます。全部の町会を一気にということはでき

ないのですけれども、その年度のモデル町会という形をつくりまして、その中で、最初の頃は町会の

方々だけでどのように支援計画つくっていこうかという話合いだったのですけれども、昨今は実際に福

祉の方あるいは障害をお持ちの方に入っていただいて、一緒に、例えばバリアみたいなものをどのよう

に感じるのかなど、そのようなところを経験していただくということをやっております。今後もそのよ

うな取組を広めながら、顔合わせといったところを進めてまいりたいと考えてございます。 

○鈴木副委員長 

 よろしいですか。 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○新妻委員 

 アンケートについてお聞きいたします。毎回このようなアンケートを取っていただいていると思いま

すが、今もお話がありましたけれども、いただいたお声に関してはしっかりと反映をしていくというこ

との認識でよろしいのでしょうか。 

 特に３番目の問いの中のその他の意見の中で、「指示系統が曖昧で、集まった方々が何をして良いの

かというとまどいがあった」ということに関しては非常に重要であると思います。いざ災害が起きたと

きに、このような状況では困るわけでありまして、何のための訓練かというところにもなってしまいま

すので、書いてくださったこの地域、どこの町会なのかということは分かっていらっしゃると思います

ので、次回このようなことがないように、また改善をしていただきたいと思います。 

 また、特に啓発品・非常食のところでも、乳幼児向けのものがあるといいのではないかとか、アレル

ギーがある方も安心して食べられるものなどというお声もありますので、このようなことを具体的に反

映していただけるのかどうかお伺いをいたします。 

○平原防災課長 

 まず、指示系統といったところにつきましては、訓練そのものというよりは、防災組組織の中でのそ

のようなところが明確ではないということかと思いますので、年度中に行っております避難所連絡会議

でありますとか、防災協議会単体でのお話合いの中で、しっかりと課題点が出ているというようなこと

もお伝えさせていただきたいと思います。 

 もう１点、備蓄物資の件でございます。備蓄物資は年々拡充させていただいておりますが、このよう

なお声は非常に重要でございますので、どのようなものを拡充していくか、強化していくかといったと

ころのしっかりと基礎資料とさせていただければと思ってございます。 

○新妻委員 

 ありがとうございます。ぜひよろしくお願いいたします。 

 今回の能登半島の地震でも、ある地域では５分間で全ての地域の方が避難できた。それは奇跡ではな

くて、日頃の訓練が活かされたのだという声がありましたとおり、１回１回の訓練が非常に大事であり

ますし、また形だけをやる訓練ではなくて、本当にその地域に合った、実のある訓練を今後もやってい
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かないといけないのではないかとも思います。本当に命を守るために避難ができる訓練をぜひ心がけて

いただきたいと思います。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはいかがでしょうか。 

○吉田委員 

 今、様々ご意見が出ました。いつも思うのですけれども、冊子の名前をいつも忘れてしまうのですけ

れども、品川区が出している『しながわ防災訓練ガイド』の内容がとても有効だと思っています。基本

は町会が主催するところには、講師の派遣をしていただけるということで、私個人的な意見としては、

町会以外でも何人かグループになったら、ぜひ講師派遣をお願いしたいということをいつもお願いして

います。 

 やはりこのような一斉の防災訓練は、基本、町会が参加されているわけですから、そのような中から、

例えば訓練については、このようなメニューもありますということを冊子でお示ししながら、提案され

るということは、有効かと思うのですけれども、実際そのようなことはされているのかを伺いたいと思

います。 

○伊藤災害対策担当課長 

 訓練のメニューにつきまして、委員おっしゃるとおり、この『しながわ防災訓練ガイド』につきまし

ては、非常に様々な訓練が載っておりまして、非常に有用だと感じております。 

 また町会とのつながりでございますが、地区防災協議会等で会議が定期的に行われておりまして、そ

ちらに町会の方も参加をしてございます。 

 訓練の内容につきましては、やはり地域特性というものもあろうかと思いますし、やはり町会のほう

で、ここの区でやりたいというような要望もあると思います。 

 一方で、区の職員からも提案できる機会でもあると思いますので、そのようなところを活用して、訓

練の内容につきましては決定をして、よりよい訓練ができるように進めてまいりたいと考えてございま

す。 

○吉田委員 

 前、いつだったかの委員会で、『しながわ防災訓練ガイド』は少し前のものなので、改訂も考えられ

ていると、そのときはお答えいただいているのですけれども、ぜひその内容については、本当にいい内

容だと思いますので、活かしていただけたらいいかと思います。 

 先ほど「指示系統が曖昧で」というご意見が出て、『しながわ防災訓練ガイド』の中には、図上訓練

の１個になると思うのですけれども、ゲームみたいな感じで、もしこのようにことが起きたときには、

その現場でどのようにさばいていくかということは、設定によっては子どもたちに指示を任せるという

ことも、図上訓練ですから、可能なわけです。 

 このように人たちが集まってきたら、まずどこから始めますかみたいなことを図上訓練で、ゲームみ

たいにしてできるので、そうするとやはり小学校高学年や中学生だったら、その中では、もう十分リー

ダーの役割も担えるのかと思っています。訓練であれば、そのようなこともやってみてもいいのかと思

います。 

 そうすると、そのようなことをやりますとしておけば、若い方たちの参加のようなことも仕掛けられ

るきっかけになるのかと思います。ああいうゲームはやってみたらいいかと。その訓練のときは、大人

はもう黙って子どもたちの指示に従うなどというルールをつくっておけば、すごく主体的に子どもたち
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も訓練に参加してくれるのかと思います。 

 やはり町会が主体的に進めるべきなので、このようなものはどうですかといっても、そのまま実現す

るかどうか分かりませんけれども、私は力作だと思っていて、せっかくそのようなものがあるのであれ

ばぜひ活用していただきたいし、これからも『しながわ防災訓練ガイド』については更新をしていただ

きたいと思いますが、もし何かお考えがあったら伺いたいと思います。 

○伊藤災害対策担当課長 

 ご意見ありがとうございます。先ほど言い漏れましたが、講師の派遣ということで、職員のほうも、

積極的に訓練のほうには行けると思いますので、ご要望があれば、検討させていただければと思います。 

 『しながわ防災訓練ガイド』につきましては、非常にいいところもあれば、もしかしたら古いところ

もあります。見直しのほうは、検討させていただければと考えております。 

○吉田委員 

 ぜひ、改定を進めながら、提案の強さはどの程度、可能なのか分かりませんけれども、せっかくその

ようなものが用意されているし、職員もそのようなところには、もし提案があれば参加するという心積

もりになっているのであれば、今後ぜひ有効に活かしていただきたいと思います。これは要望でとどめ

ます。 

○鈴木副委員長 

 ほかに。 

○せりざわ委員 

 何点か端的にお伺いします。 

 まず、各地区の総合防災訓練についてです。雨天中止というところが３つあって、地域の方もおっ

しゃるのですが、雨でやはり中止してしまうということは、もったいないというか、気持ちも分かる。

現実、雨のときにやって、本当に来るのかということもあると思うのです。ただ一部の本当に意識が高

い人は、やはり雨で中止になってしまったということは思っていらっしゃる。 

 濡れながらやりましょうという話ではなくて、雨の中でもできる訓練メニューは、今、云々という話

ではなくて、考えてもいいのではないかと思っています。この前も人工芝のところでもできるメニュー

はあると思ってお話をさせていただいたと思うのですが、特にこれ各地区でやるということで、基本的

には近所でやりますから、電車に乗ってきてくださいという話ではなくて、歩いて来られる距離なので、

傘を差してきて、台風などは別ですけれども、雨のときでもできる防災訓練というのは……。 

 地域の人がせっかくそこの日程を空けて、防災訓練をやろうという気持ちが高まっているところに、

若干の雨で終わりになってしまったということは、すごくもったいないと思って、ぜひそこは何かお考

えあれば聞かせいただきたい。 

 一斉防災訓練のところで、基本的な情報が私は頭に入っていないのですが、今、表になっていて、数

字がばっと出ていると思います。防災課として、そもそもの目標というか、どのような方をどれぐらい

集めようという数値目標はあるのか。 

 それに対しての周知というか、当然、町会の役員は来ますし、学校であれば、校長の考え方次第なの

でしょうけれども、呼びかけをすれば、児童たちも来ると思うのです。 

 ただ、それ以外の地域の方に対しての啓発は、そもそもどのような方をどれぐらい集めようという目

標を立てていらっしゃるのかを教えていただきたい。 

 最初に全部質問してしまいます。数字を上げていく、上にどんどん重ねていくということが、大切な
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のだと思うのです。 

 町会・自治会参加者数を見ていくと、やはりゼロというところもある。ゼロは訓練中止と書いてあり

ますけれども、少ないというものもあれば、濃淡がありますというところ。 

 自治会の数も、合計で１８０になっていて、品川区は、たしか二百幾つ町会・自治会がある中で、そ

もそも町会として参加していないところもあるのかと思うのですが、そこの把握についてもお聞かせく

ださい。 

 児童生徒の参加数は、先ほど来から質疑があって、学校のほうで熱心なところと、あまりそうでもな

いところがあるというお話はいただいたと思うのですが、多分この訓練の日程も、恐らく当初から決め

られていたものだと思うのです。そうすると、強制はできないとは思うのですけれども、ほかの学校で

は、このように子どもたちを集めてくれたのですけれども、駄目なのですかというような圧というとあ

れですけれども、ここの濃淡を埋めたほうがいいと思うのです。やはりうちは関係ないという学校が多

いことは、絶対よくないと思うのです。 

 それに関連して、保護者についても、ぜひ巻き込んでいっていただきたいと思います。子どもたちだ

けでやっていても、どんどん忘れていってしまう。先ほどいろいろな方からも保護者の話をいただいて

いたと思うのですけれども、ほとんどがゼロです。 

 場合によっては子どもが来ている学校でも、教職員がゼロというところもあって、学校の教職員です

らという表現でいいのかは分からないのですけれども、参加してくれていないところがかなりあるので、

ここの数値は終わりでいいと思うのですけれども、これ以降の来年度に対するこの数値をもっての働き

かけをどのように考えているのかをお聞かせください。 

○伊藤災害対策担当課長 

 まず、各地区の総合防災訓練につきまして、雨で中止になってしまったというところでございます。

私も去年の後、町会の方とお会いする機会がありました。雨で中止、断念したというような話も聞いて、

雨でできるような形が何かないかということで、来年度４月以降は、すぐにできるかどうかということ

はまだ分かりませんけれども、雨でもできるような方向で進めていきたいと考えております。どのよう

なメニューになるかということを含めて、さらに検討をさせていただければと思います。 

 一斉防災訓練は、数値目標はあるのかというところですけれども、基本的には数値目標という形はな

くて、まず町会・自治会で避難所を開設する方々の参加がマストなのかと考えてございます。災害が

あったときに、しっかりと避難所を把握して、鍵を開けて、名簿を作るというようなところまで持って

いけるようなレベルになっていただけることは、まずそれが繰り返しになったとしても必要なのかと

思っております。 

 数字を上げていくということですけれども、今回も土曜日だからか、学校の生徒が多いだとか、日曜

日だから、一般の企業に勤めている方が多いというような数値の乱高下というか、上下もある中で、コ

ロナが終わりまして、ある程度これから増えてくるのかというふうには期待というか、考えは持ってお

ります。 

 来年度も地域防災訓練のほうでも、人が集められるような訓練を開催させていただく。あまりいい例

えではないですけれども、能登地震もあって、今、地域の皆様の震災というか、防災に対する意識が高

まっている状況でございますので、そのようなものを風化させずに、しっかりと訓練を充実させていっ

て、この数値を上げていきたいと考えてございます。 

 また学校の行事の関係なのですけれども、やはり温度差かあるというところもあるのですけれども、
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やはりカリキュラムをかなりうまく防災に特化して使っていただいているところは、うまく人数が上

がっているという気もします。やはり、ほかに別の行事が入っているというところもあって、委員おっ

しゃるとおり、年度始めに分かっていることなのだから、何とかというジレンマというか、思いもあり

つつも、やはり学校は学校のやり方というか、進め方もあるということも、我々も理解はしております。 

 一方で、学校の施設を提供していただいて、そのような避難所開設訓練であるとか、名簿の作成訓練

などができているという中で、なかなか教職員も、どっちつかずになっているところもあると思います。 

 ただ、生徒にとっては、正直に言えば、２年に一遍しか参加できない訓練でございますので、そのよ

うなところは、しっかりと地域の町会の皆様と連携をして、訓練をしていただいて、未来の品川区を支

えていただく。小学生の皆さんがしっかりと訓練に参加することによって、地域防災の要となっていた

だいて、自分も参加したのだというのを自分の子どもに伝えていただいたり、地域防災をさらに向上さ

せていただきたいと考えてございます。 

○せりざわ委員 

 ありがとうございました。最後に、まず、目的のメインは、運営者である、鍵を開けるというところ

は、町会云々になるという話をいただいたと思います。そうすると。先ほどご指摘させていただきまし

たが、町会・自治会のそもそもの参加の数です。１８０という単位は、やはり足りないのではないかと

思うので、当然、全部の町会・自治会がしっかりと参加をしていくというところはマストにしないとい

けないのだろうと思います。その上で、町会・自治会の参加者数はどんどん伸ばしていかないといけな

いと思うので、これは要望させていただきます。 

 先ほど土曜日、日曜日という話があって、地元の企業というお話があったと思うのですが、私も私な

りに、例えば商店街の役員のラインに入れてもらったり、あとは法人会、青色申告会などいろいろな会

に入っていますけれども、そのようなところで、防災訓練の情報は一度たりとも流れたことがない。そ

こでやってくれるかは別にしても、そのようなところへの働きかけは大切なのではないかと思うのです。 

 やはり地元の企業もしくは商店の人たちというのは、動ける人たちが基本ですから、個人事業の場合、

そのような人たちが仕事をどこまで休んでくれるかという話はあると思うのですけれども、ただ、まず

情報を流すということがスタートになると思うので、そこの連携ということは、所管を超えないと難し

い部分もあるのだと思うのですが、ぜひこれもやってみていただければと思います。要望で終わります。 

○鈴木副委員長 

 ほかにいかがでしょうか。 

○須貝委員 

 今回、防災訓練は、特に参加人数が少なかったということで、コロナから大分少なくなってきて、一

時やめていましたから、今回、うちの地域もかなり少なかったと感じています。 

 大半の人は、防災訓練をやっていると知らないのです。町会には掲示板があって、回覧板があるので

すが、やはり見ない人が多数で、一時、町会のほうでも、町会の中にいて、個別にポスティングしたこ

とがあって、そのときには、それが原因かどうかは分からないのですが、かなり来てくださったことが、

事例としてありました。 

 ご存じのとおり、今、また別件で、それは個別のポスティングですが、そのようなことは、本来、町

会でやってくれればいいのですけれども、なかなか対応してくれないならば、シルバー人材センターに

頼んで、その地域の防災訓練をやる１週間前、１０日前ぐらいにポスティングをされて、パーセンテー

ジはかなり低いかと思いますが、こちらから周知するということが大事ではないかと思います。 
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 ご存じのとおり、ラジオ体操、ふるさとまつりなどは、お子さんも集まるし、親御さんも集まります。

ラジオ体操は、お子さんに、最後、５００円ぐらいのセットのお菓子をあげるのです。やはり、現実論

として、それがないと、ほとんど来ないというような状況もあるのです。 

 防災訓練は、訓練はすごく大切なことなのだけれども、魅力がない。そうすると、何かイベントをそ

の中に入れるなり、子どもの景品でつるなり、もうそうしないと、集まっていただけないのか。 

 ご存じのとおり、ふるさとまつりは、昨年すごい数が押し寄せてきました。各地域の盆踊りもすごい

です。簡単な出店があって、それを購入したりして、親御さんも一緒に来たり、ラジオ体操も、先ほど

申し上げましたとおり、景品があって、子どもが来る。 

 大事なことで、神聖な訓練なのだけれども、イベントを取り入れた、またはそのような景品を取り入

れた手法をしていただくということを主眼に考えてやっていかないと、そろそろ行き詰まってくるのか。 

 先ほど町会でも、高齢化して、なかなか対応してくださらないというお話がありましたけれども、町

会の中には、若い人もたくさん住んでいます、お子さんもたくさんいらっしゃいます。ですから、その

ような方たちに何とか来ていただくような手法を取る。これもまた区で支援しなければいけないのかと

いうつらさもあるかと思うのですけれども、そこの方針を少し変えて、イベントとともに、また子ども

の景品でつるなりして、家族連れで来ていただいて、一緒に訓練をしていただくというような転換もし

ていいのかと思います。これは意見だけなので、してくれとは言いづらいので、一応意見だけを言わせ

ていただきます。 

○鈴木副委員長 

 ほかにはご意見いかがでしょうか。よろしいですか。 

 ご発言がないですので、以上で本件および報告事項を終了いたします。 

                                              

３ その他 

○鈴木副委員長 

 ほかにその他で何かございますでしょうか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○鈴木副委員長 

 最後に、１点ご案内を申し上げます。 

 次回２月２９日の委員会における特定事件調査は、防災に関することとして、災害廃棄物処理計画を

取り上げることで調整をしていますことをお伝えいたします。 

 以上でその他を終了いたします。 

 以上で、災害・環境対策特別委員会を閉会いたします。 

○午後４時１０分閉会 


